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１　岡山市建築行政資料

（１）岡山市の概要

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

688,996 689,538 691,955 692,882 694,344

10,164 10,057 9,674 9,041 9,099

699,160 699,595 701,629 701,923 703,443

293,649 296,389 299,686 308,035 311,173

2.38 2.36 2.34 2.28 2.26

789.92 k㎡ (H23.9.20変更)

◎都市計画区域面積 585.97 k㎡

◎都市計画区域外面積 203.95 k㎡

◎防火・準防火地域等 585.97 k㎡

◎用途地域 104.13 k㎡

◎その他地域地区面積 9.1 k㎡

流通業務地区 1.59 k㎡

駐車場整備地区 3.96 k㎡

高度利用地区 0.08 k㎡

風致地区 2.04 k㎡

臨港地区 1.44 k㎡

工業地域 3.84 k㎡ 3.69%

工業専用地域 1.90 k㎡ 1.82%

商業地域 5.92 k㎡ 5.69%

準工業地域 17.82 k㎡ 17.11%

準住居地域 － －

近隣商業地域 6.26 k㎡ 6.01%

第１種住居地域 27.13 k㎡ 26.05%

第２種住居地域 6.56 k㎡ 6.30%

第１種中高層住居専用地域 12.69 k㎡ 12.19%

第２種中高層住居専用地域 5.25 k㎡ 5.04%

第１種低層住居専用地域 16.76 k㎡ 16.10%

第２種低層住居専用地域 － －

準防火地域 10.70 k㎡ 1.83%

第22条指定区域 573.81 k㎡ 97.92%

17.73%

市街化調整区域 482.07 k㎡ 82.27%

防火地域 1.46 k㎡ 0.25%

総    人    口

世    帯    数

１世帯当たり人口

○行政区域面積

市街化区域 103.90 k㎡

　明治22年の市政施行により誕生した岡山市は、近畿と九州を結ぶ東西軸と日本海と太平洋をつな
ぐ南北軸のクロスポイントに位置する地理的な優位性と先人のたゆまぬ努力の上に、時代の変遷の
中で一貫して地域の政治・経済・文化の中心地として発展を遂げ、平成２１年４月、全国で１８番
目の政令指定都市となりました。

○人口等の推移 （単位：人、世帯　各年３月末日現在）

住民基本台帳人口

外国人登録人口

- 1 -



- 2 - 

(２)建築行政沿革 

昭和25年 

 

昭和42年 

 

 

 

昭和43年 

 

 

 

 

 

 

昭和44年 

 

 

 

 

 

昭和45年 

 

 

 

昭和46年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和47年 

 

昭和48年 

 

 

5月 

 

4月 

4月 

12月 

 

8月 

9月 

10月 

 

 

10月 

 

2月 

 

7月 

7月 

7月 

 

4月 

 

10月 

 

1月 

 

 

1月 

 

2月 

3月 

 

5月 

 

 

6月 

7月 

9月 

 

4月 

 

3月 

6月 

 

24日 

 

1日 

5日 

1日 

 

31日 

20日 

1日 

 

 

11日 

 

18日 

 

12日 

15日 

22日 

 

1日 

 

3日 

 

1日 

 

 

8日 

 

19日 

8日 

 

1日 

 

 

12日 

 

7日 

 

1日 

 

26日 

25日 

 

建築基準法制定 

 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例制定 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例施行規則制定 

建築課に建築指導係設置 

 

建築主事設置について告示 

県建築課と事務引継について協議 

岡山市に建築主事を設置して特定行政庁として発足 

岡山市建築基準法施行細則制定 

岡山市建築関係聴聞規則制定 

岡山市建築審査会条例制定 

 

岡山市と西大寺市の合併(支所開所) 

確認申請受付窓口を支所内に設置 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例改正 

建築課に再開発係新設 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例施行規則改正 

 

建築指導係と再開発係により建築課から独立し建築指導課が発足 

岡山市建築協定条例制定 

岡山市建築審査会条例改正 

 

建築基準法改正（換気，排煙規定・定期報告制度改正，容積率，建築計画概要書を

添付図書に追加） 

建築基準法政令改正（ＲＣ造帯筋間隔見直し）  

岡山市へ一宮町､高松町､津高町を編入合併(各支所開所) 

確認申請受付窓口を各支所内に設置 

岡山市建築計画概要書の閲覧に関する規程制定 

岡山市へ吉備町､妹尾町､福田村を編入合併(各支所開所) 

確認申請受付窓口を各支所内に設置 

都市再開発課が発足(建築指導課再開発係が独立) 

岡山市へ上道町､興除村､足守町を編入合併(各支所開所) 

確認申請受付窓口を各支所内に設置 

岡山市建築基準法施行細則改正(手数料､定期報告､道路位置指定等) 

優秀建築物表彰制度制定 

新都市計画法に基づき市街化調整区域の公示 

 

建築指導課に指導係と審査係を設置 

 

岡山市建築協定条例改正 

岡山市建築基準法施行細則改正(全部改正) 
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昭和48年 

 

 

 

昭和49年 

 

 

 

 

 

 

 

昭和50年 

 

 

昭和51年 

 

昭和52年 

 

 

 

 

 

昭和53年 

 

 

 

 

 

 

昭和54年 

 

 

 

 

 

昭和55年 

 

 

昭和56年 

 

 

 

 

  

9月 

10月 

 

 

3月 

 

 

4月 

 

9月 

9月 

 

5月 

 

 

3月 

 

4月 

11月 

11月 

12月 

 

 

4月 

 

 

4月 

7月 

 

 

4月 

 

 

6月 

8月 

 

3月 

10月 

 

4月 

6月 

8月 

 

 

13日 

15日 

 

 

27日 

 

 

1日 

 

9日 

10日 

 

1日 

 

 

5日 

 

1日 

1日 

30日 

24日 

 

 

1日 

 

 

6日 

1日 

 

 

1日 

 

 

22日 

31日 

 

5日 

1日 

 

1日 

1日 

1日 

 

 

岡山市建築協定条例改正 

岡山市建築協定条例施行規則改正 

都市計画決定により容積率制限の適用 

 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例改正 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例施行規則改正 

周辺地区及び自動車交通ふくそう地区の指定制定 

建築指導課に指導係､審査第1係､審査第2係､開発指導係設置 

住宅金融公庫から業務委託 

し尿浄化槽を設ける区域指定制定 

岡山市中高層建築物に関する指導要綱制定 

 

岡山市へ藤田村を編入合併(支所開所) 

確認申請受付窓口を支所内に設置 

 

岡山市建築基準法施行細則改正(建築設備､エレベｰタｰ等) 

 

建築指導課に庶務係を設置 

建築基準法改正（日影規制） 

岡山市建築基準法施行細則改正(許可･仮使用申請手数料) 

岡山市建築協定条例改正(法改正によるもの) 

岡山市建築協定条例施行規則改正 

 

建築指導課に審査第3係(住金業務)を設置 

岡山市建築基準法施行細則改正(日影､許可申請手数料) 

住宅金融公庫業務委託料改定 

周辺地区及び自動車交通ふくそう地区の指定制定(住居表示変更など) 

岡山市手数料規則一部改正(優良住宅､優良宅地) 

建築確認申請手数料改定 

 

岡山市建築基準法施行細則改正(特殊建築物の指定､定期報告､確認申請書に添付す

る図面､様式の改正など) 

岡山市中高層建築物に関する指導要綱改正 

エネルギーの使用の合理化に関する法律 

都市計画法に基づき市街化区域､市街化調整区域の変更(県告示719) ･･足守地区他 

 

準防火地域の指定(東岡山地区､新岡山港周辺) 

建築確認申請手数料改定 

 

岡山市建築基準法施行細則改正(許可･仮使用承認･仮設建築物許可申請手数料) 

建築基準法政令改正（耐震規定） 

岡山市手数料規則一部改正(優良宅地造成認定) 

建築確認申請手数料改定 
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昭和56年 

 

昭和57年 

 

 

 

 

昭和58年 

 

昭和59年 

 

 

 

昭和61年 

 

 

 

昭和62年 

 

 

 

昭和63年 

 

平成元年 

 

平成2年 

 

平成3年 

 

平成4年 

 

平成5年 

 

 

 

 

平成6年 

 

 

 

 

 

平成7年 

 

 

9月 

 

3月 

4月 

 

 

 

6月 

 

1月 

4月 

7月 

 

4月 

 

 

 

1月 

4月 

11月 

 

4月 

 

4月 

 

4月 

 

4月 

 

3月 

 

2月 

4月 

6月 

 

 

3月 

4月 

9月 

 

10月 

 

12月 

 

8日 

 

27日 

1日 

 

 

 

1日 

 

17日 

1日 

1日 

 

1日 

 

 

 

1日 

1日 

16日 

 

1日 

 

1日 

 

1日 

 

1日 

 

26日 

 

15日 

1日 

25日 

 

 

24日 

1日 

28日 

 

1日 

 

25日 

 

周辺地区及び自動車交通ふくそう地区の指定制定(住居表示変更) 

 

岡山市自転車駐車場附置義務条例制定 

岡山市建築基準法施行細則改正(昇降機等定期検査報告書､様式の改正) 

岡山市手数料規則一部改正(優良住宅) 

岡山市自転車駐車場附置義務条例施行規則制定 

 

機構改革により西大寺支所へ建築主事を設置 

 

岡山市中高層建築物に関する指導要綱一部改正 

岡山市建築基準法施行細則改正(許可･仮使用承認･仮設建築物許可申請手数料)  

建築確認申請手数料改定 

 

開発指導課が発足(建築指導課開発指導係が独立) 

都市計画法に基づき市街化区域･市街化調整区域の変更(用途地域の変更､ 

準防火地域の変更) 

 

岡山市建築基準法施行細則一部改正 

建築確認申請手数料改定 

岡山市建築基準法施行細則一部改正 

 

建築指導課指導係を指導第1係､指導第2係に分割 

 

建築確認申請の電算入力を開始 

 

岡山市建築基準法施行細則改正(許可･仮使用承認･仮設建築物許可申請手数料) 

 

建築確認申請手数料改定 

 

建築物における駐車施設の附置に関する条例改正(過料) 

 

建築基準法施行規則改正(確認申請書様式の変更) 

岡山市建築基準法施行細則改正(許可･仮使用承認･仮設建築物許可申請手数料) 

都市計画法及び建築基準法一部改正（用途地域の細分化，準耐火建築物の創設，  

簡易な構造の建築物に関する建築規則の合理化） 

 

建築物における駐車施設の附置等に関する条例改正 

建築確認申請手数料改定 

高齢者､身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律 

(ハｰトビル法)施行 

建築確認支援システム導入 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律施行 
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平成8年 

 

 

 

 

 

平成9年 

 

 

 

 

平成10年 

 

 

平成11年 

 

 

 

 

 

平成12年 

 

 

 

 

 

平成13年 

 

 

 

 

 

平成14年 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成15年 

 

 

4月 

4月 

  

7月 

7月 

 

4月 

6月 

9月 

 

 

6月 

 

 

5月 

 

 

 

 

 

4月 

 

6月 

9月 

9月 

 

4月 

 

6月 

6月 

 

 

4月 

 

 

5月 

 

 

5月 

 

 

1月 

 

2月 

 

1日 

16日 

  

1日 

3日 

 

1日 

13日 

1日 

 

 

12日 

 

 

1日 

 

 

 

 

 

1日 

 

1日 

1日 

29日 

 

1日 

 

1日 

27日 

 

 

1日 

 

 

1日 

 

 

30日 

 

 

1日 

 

25日 

 

中核市移行に伴いハｰトビル認定業務が岡山県から移譲 

都市計画法･建築基準法の改正に基づき用途地域の改正 

岡山市中高層建築物に関する指導要綱の一部改正 

岡山市建築基準法施行細則改正(道路の位置の指定の廃止) 

岡山市建築協定条例及び同条例施行規則の改正(法改正によるもの) 

 

建築確認申請手数料改定 

建築基準法及び同法施行規則の改正施行 

都市計画法及び建築基準法の一部改正施行（共同住宅の容積率制限の合理化，   

道路斜線制限の合理化） 

 

建築基準法一部改正（公布）（建築確認・検査の民間開放，建築基準の性能規定化等

体系の見直し他） 

 

建築基準法一部改正（１年目施行）（建築確認・検査の民間開放、中間検査、台帳整

備及び図書閲覧、連担建築物設計制度） 

（法第４３条ただし書許可、計画変更の運用開始） 

建築確認申請手数料改定 

完了検査申請手数料制定 

 

エネルギーの使用の合理化に関する法律の改正（届出制度） 

岡山市建築確認事務等手数料条例制定施行（機関委任事務から自治事務へ移行） 

建築基準法一部改正（２年目施行）（建築基準の性能規定化等体系の見直し他） 

指定確認検査機関：岡山県建築住宅センター㈱業務開始 

岡山市建築基準法施行条例制定施行・岡山市建築基準法施行細則改正施行 

 

岡山県福祉のまちづくり条例施行 

建築企画調整室が課内室として発足 

吉備支所の建築確認申請受付等の業務を本庁に移管 

岡山市建築基準法施行条例改正施行 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

 

岡山市くらしやすい福祉のまちづくり条例施行 

（技術的基準については岡山県福祉のまちづくり条例を適用） 

上道支所の建築確認申請受付等の業務を西大寺支所に移管 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

建築物における駐車施設の附置に関する条例及び岡山市自転車駐車場附置義務条例

の事務を都市再開発課へ移管 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行 

岡山市建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行細則制定施行 

 

建築基準法一部改正施行（容積率制限等の迅速に緩和する制度導入，シックハウス

対策規制導入） 

岡山市建築基準法施行条例改正施行 
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平成15年 

 

 

 

 

 

 

 

平成16年 

 

 

 

 

 

 

 

平成17年 

 

 

 

 

 

 

 

平成18年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成19年 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成20年 

 

 

2月 

 

4月 

 

 

 

 

 

4月 

 

 

 

７月 

12月 

 

 

3月 

 

3月 

4月 

6月 

 

 

 

3月 

 

 

4月 

4月 

6月 

10月 

12月 

 

 

1月 

 

4月 

6月 

 

 

 

8月 

 

4月 

 

25日 

 

1日 

 

 

 

 

 

1日 

 

 

 

１日 

17日 

 

 

22日 

 

25日 

1日 

1日 

 

 

 

23日 

 

 

1日 

14日 

19日 

1日 

20日 

 

 

22日 

 

1日 

20日 

 

 

 

21日 

 

1日 

 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市建築確認事務等手数料条例改正施行 

審査係を３係体制から２係体制に、指導係を１係体制から２係体制に再編 

指定確認検査機関:日本ERI㈱岡山支店業務開始 

高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律 

（ハートビル法）改正 

エネルギーの使用の合理化に関する法律改正 

 

用途地域の指定のない区域の建築規制値の改正 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

福田支所の建築確認申請受付等の業務を本庁に移管 

ハウスプラス中国住宅保証㈱岡山支店開設、業務開始 

建築基準法一部改正施行 

景観法施行 

都市緑地法一部改正施行 

 

御津・灘崎町の合併に伴い、御津・灘崎支所で建築確認申請受付等の業務を開始 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

建築基準法施行令一部改正施行 

御津・灘崎以外の支所の建築確認申請受付等の業務を本庁に移管 

建築基準法改正施行（建築物に係る報告・検査制度の充実及び強化，既存不適格建

築物に関する規則の合理化，全体計画認定等、国等の建築物に対する定期点検の義

務付） 

 

岡山市建築基準法施行条例改正施行 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市建築確認事務等手数料条例改正施行 

エネルギーの使用の合理化に関する法律改正 

岡山市建築物耐震診断等事業費補助金交付要綱施行 

岡山市建築物耐震診断等事業費補助金交付要綱の一部改正 

建築基準法一部改正施行(建物等のアスベスト対策等) 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(通称：バリアフリー新法)

施行 

 

瀬戸・建部町合併 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

審査係及び指導係を２係体制から１係体制とし、構造審査係を新設 

建築基準法一部改正施行（構造計算適合判定制度の導入，確認審査期間の延長，図

書保存義務付け等） 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市建築確認事務等手数料条例改正施行 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

 

岡山市景観条例施行に伴い，街並み整備誘導指針を景観条例へ移行（都市計画課） 
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平成20年 

 

 

平成21年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

平成22年 

 

 

 

 

 

 

平成23年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7月 

11月 

 

4月 

 

 

 

5月 

6月 

 

 

 

 

11月 

11月 

 

4月 

 

 

6月 

 

7月 

 

4月 

 

 

 

 

 

 

 

5月 

 

10月 

 

4月 

 

 

9月 

 

 

12月 

 

 

 

1日 

28日 

 

1日 

 

 

 

27日 

4日 

 

 

 

 

 2日 

27日 

 

1日 

 

 

1日 

 

1日 

 

1日 

 

 

 

 

 

 

 

1日 

 

1日 

 

1日 

 

 

20日 

 

 

4日 

 

 

 

岡山市木造住宅耐震改修事業費補助金交付要綱施行 

建築士法一部改正施行 

 

政令指定都市移行 

区制に伴い，確認業務を本庁に一本化 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市建築物耐震診断書事業費補助金交付要綱の一部改正 

建築士法一部改正施行 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行 

岡山市建築確認事務等手数料条例改正施行 

（岡山市建築関係事務手数料条例） 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則制定施行 

指定確認検査機関：西日本住宅評価センター岡山事務所業務開始 

建築基準法施行規則一部改正施行（様式変更） 

 

建築基準法施行規則一部改正施行（指定道路関係） 

岡山市建築関係事務手数料条例改正施行（確認手数料等の改正） 

エネルギーの使用の合理化に関する法律改正施行（対象範囲の拡大） 

建築基準法施行規則一部改正施行（確認審査の迅速化・申請図書の簡素化関係） 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則改正施行 

岡山市アスベスト改修事業費補助金交付要綱改正施行 

 

岡山市建築基準法施行細則改正施行 

岡山市建築関係事務手数料条例改正施行（建築関係書類の写し及び位置指定道路図

面の写しの交付） 

岡山市建築確認事務等手数料条例施行規則施行 

岡山市アスベスト改修事業費補助金交付要綱改正施行 

岡山市建築物耐震診断等事業補助金交付要綱改正施行 

岡山市木造住宅耐震改修事業補助金交付要綱改正施行 

指定確認検査機関：西日本住宅評価センター岡山支店に名称変更 

建築基準法施行令一部改正施行（構造基準等の合理化） 

建築基準法施行規則一部改正施行（建築確認・審査手続き等の合理化） 

建築基準法施行令一部改正施行（規制改革等の要請への対応） 

 

岡山市葬祭場の建築等に関する指導要綱制定 

岡山市建築物耐震診断等事業補助金交付要綱施行（旧要綱廃止） 

岡山市木造住宅耐震改修事業補助金交付要綱施行（旧要綱廃止） 

建築基準法施行令一部改正施行（延べ面積の算定方法・既存不適格建築物に係る規

制の合理化） 

建築基準法施行規則一部改正施行（容積率緩和による確認申請書の様式変更） 

都市の低炭素化の促進に関する法律施行 
岡山市低炭素建築物新築等計画認定実施要綱制定施行 
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平成25年 

 

 

 

 

平成26年 

 

 

4月 

11月 

 

 

 

4月 

 

 

7月 

 

1日 

25日 

 

 

 

1日 

 

 

1日 

 

岡山市建築関係事務手数料条例改正施行（低炭素建築物新築等計画の認定審査事務） 
建築物の耐震改修の促進に関する法律一部改正施行（建築物の耐震化の促進のため

の規制強化、建築物の耐震化の円滑な促進のための措置） 
岡山市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則制定 
 
建築基準法施行令一部改正施行（天井・エレベーター等の脱落防止措置） 
岡山市建築物耐震診断等事業補助金交付要綱改正施行 

岡山市木造住宅耐震改修事業補助金交付要綱改正施行 

建築基準法施行令一部改正施行（エレベーターに係る容積率制限の合理化） 

 



（３）― 建築確認関係業務の機構・職員数  ―

２２名

課長１　≪建築主事≫

課長代理１ ≪建築主事≫

機構（Ｈ26）

都市整備局

公共建築課 管理係

審査係

建築指導課

指導係

開発指導課

市街地整備課

河川港湾課

建築企画
調 整 室

４(建築 ４）

庭園都市推進課

道路管理課

住 宅 課

４(事務 ２ 建築 １(再任用)
　 機械 １(再任用))

構造審査係

５(建築 ４　機械 １)

３（建築 ３）

都市計画課

街路交通課

都市企画総務課

４(建築 ４(内 再任用１))

道路計画課

- 9 -



 - 10 -

Ｈ２６年度 建築指導課 事務分掌 

管理係 

(1) 建築基準法に基づく確認申請等に関する台帳管理及び確認通知書の交付に関すること。 

(2) 住宅金融支援機構業務に関する台帳管理，通知書等の交付及び業務連絡に関すること。 

(3) 建築物の動態の調査及び報告に関すること。 

(4) 確認済等各種証明業務に関すること。 

(5) 建築計画概要書等の管理，閲覧及び写しの交付に関すること。 

(6) 指定確認検査機関からの報告の受付に関すること。 

(7) 建築確認管理システムの入力及び維持管理に関すること。 

(8) その他収入金の徴収に関すること。 

(9) 課内他係の主管に属しないこと。 

指導係 

(1) 建築基準法に基づく許可，認定及び指定に関すること。 

(2) 建築審査会に関すること。 

(3) 建築基準法に基づく仮使用の承認(特定行政庁の行うものに限る。)並びに安全計画書の受

付及び審査に関すること。 

(4) 指定確認検査機関の立ち入り検査及び指導に関すること。 

(5) 美しいまちづくりに関すること。 

(6) 建築基準法に基づく道路の位置の指定，変更及び廃止に関すること。 

(7) 特殊建築物，昇降機等の定期検査及び報告に関すること。 

(8) 定期報告，防災査察等に係る違反建築物の指導に関すること。 

(9) エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく届出の受付，審査及び指導に関すること。 

(10) 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく認定及び指導に関する

こと。 

(11) 福祉のまちづくり条例の届出の受付等に関すること。 

(12) 定期報告の閲覧に関すること。 

(13) 既存不適格建築物に係る勧告及び命令に関すること。 

(14) 災害等による危険建築物等の調査及び是正指導に関すること。 

(15) アスベストの是正指導及び補助事業に関すること。 

(16) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画の認定及び承

認の受付，審査，指導及び改善命令に関すること。 

(17) 指定確認検査機関がなした建築確認，検査等の報告(許可部分に係るもの)に関すること。 

(18) 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の受付，審査，

指導及び改善命令に関すること。 
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審査係 

(1) 建築基準法に基づく確認申請等の受付，審査，検査及び検査済証の交付に関すること。 

(2) 建築基準法上の道路の調査に関すること。 

(3) 建築基準法に基づく仮使用の承認に関すること(建築主事の行うものに限る。)。 

(4) 住宅金融支援機構業務に伴う現場検査に関すること。 

(5) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく分別解体の届出の受理，審査，検

査，勧告，命令等に関すること。 

(6) 建築確認管理システムの入力及び維持管理に関すること。 

(7) 指定確認検査機関の支援に関すること。 

(8) 老朽建築物の調査に関すること。 

(9) 指定確認検査機関がなした建築確認、検査等の報告に関すること。 

(10) 現場の中間検査に関すること。 

(11) 岡山市中高層建築物に関する指導要綱に関すること。 

(12) 岡山市葬祭場の建築等に関する指導要綱に関すること。 

(13) 一般建築相談に関すること。 

 

構造審査係 

(1) 建築確認申請等の構造審査に関すること。 

(2) 市有建築物の構造に関する助言に関すること。 

(3) 現場の中間検査に関すること。 

(4) 指定確認検査機関がなした中間検査報告書に関すること。 

(5) 指定確認検査機関がなした建築確認，検査等の報告(構造部分に係るもの)に関すること。 

(6) 被災建築物応急危険度判定に関すること。 

 

建築企画調整室 

(1) 建築基準法に基づく建築協定の普及等に関すること。 

(2) 違反建築物の調査及び措置に関すること。 

(3) 建築紛争及び建築行政訴訟に関すること。 

(4) 住宅・建築物耐震診断及び耐震改修補助事業に関すること。 

(5) 建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく指示，報告徴収，立入検査，指導及び助言

に関すること。 

(6) 建築指導行政の調査及び企画に関すること。 

(7) 老朽建築物の措置に関すること。 

(8) 産業廃棄物処理施設等の意見照会に関すること。 

(9) 一般建築相談に関すること。 
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（５）建築指導課業務概要 

 

① 建築確認審査等 

  平成２５年度の特定行政庁岡山市の建築確認申請受付件数は、９６件（うち計画通知７１件）であ

った。平成２４年度の１０６件（うち計画通知６１件）と比べると、１０件減少している。 

 岡山市全体の建築確認申請件数は４，４００件で、前年度の３，７７４件より大幅に増加している。

なお、指定確認検査機関での申請は全体の９７．８％と、昨年度の９７．２％とほぼ同じであり、こ

こ数年９７％台で推移している。 

 

② 住宅金融支援機構（旧：住宅金融公庫）業務 

  昭和４９年度から住宅金融公庫の委託を受けて実施している。岡山市取扱い件数は年々減少し、岡

山市全体の１％にも満たない状態であったが、平成１９年４月に住宅金融公庫が住宅金融支援機構に

組織変更し、特定行政庁との間では災害時のみを対象とした融資審査業務委託契約を締結している。 

 

③ 建築許可 

 平成２５年度の建築許可申請件数は２１４件で、平成２４年度の１７８件と比較すると、３６件の

増、２０．２２％の増となっている。内容は、建築基準法第４３条第１項ただし書き許可（接道許可）

が大部分を占め、ついで、法第８５条第５項の許可（仮設許可）の順となっている。 

 

④ 建築審査会の運営 

 建築基準法第７８条の規定により、特定行政庁の諮問の審議、同意及び不服申し立ての審査請求に

対する裁決等のため、各専門分野の７人の委員によって組織運営されている。平成２５年度は、審査

会を４回開催し、１６４件の特例許可等についての同意及び審査請求の審議・裁決を行った。平成 

２４年度は、審査会４回、１１２件の特例許可等の同意及び審査請求の審議・裁決を行っている。 

 

⑤ 違反建築物等の是正指導 

  昭和５３年４月１日、「違反建築物取扱要領」を作成し、是正指導に取り組んでいる。最近の傾

向としては、建築物の中高層化、住民の権利意識の高揚等から、違反条項のない建築物に対しても近

隣住民からの相談・要望が目立っている。 

特に、老朽家屋対策についての要望が，近年増加傾向（平成２５年度４８件，平成２４年度６５件，

平成２３年度２８件）であり、今後も増加してくると予想される。 

老朽家屋の維持管理については，所有者の自己責任による対応が原則であるため，行政が対応する

ことが困難な状況にあるが、周辺に危害が及ぶような場合は、所有者等を調査し指導を行っているも

のの所有者が特定できない場合や、所有者が特定できたとしても対応できないなどの場合などもあり、

結果的に放置状態となるなど今後の課題の一つである。 

 平成２５年度の違反建築物取扱件数は４７件である。（平成２４年度４７件，平成２３年度５９件）

違反の内訳としては、確認申請手続きがされていないものや確認表示がないものが多数あった。 

今後も老朽家屋対策や違反建築物の是正には、執行体制を強化し、適切な行政指導と法に基づく執

行を厳正に行うとともに、市民に対するＰＲ等を積極的に行い、老朽家屋への対応や違反建築の防止

に努力する必要がある。 
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⑥ 中高層建築物指導要綱に基づく指導 

 「岡山市中高層建築物に関する指導要綱」（住居系地域を対象）は近隣住民と建築主に任意のあゆ

みよりを促す指針として、昭和４９年９月１０日に制定し行政指導を行っている。 

 平成２５年度は３８件で前年度等（平成２４年度３４件、平成２３年度３６件）に比べてほぼ同じ

である。 

 昭和５２年１１月１日建築基準法の一部改正により「日影による中高層の建築物の高さの制限」の

規定が法制化（昭和５３年４月１日施行）されたが、本市においては、その後も近隣住民への事前説

明、協議等を促す行政指導を行っている。 

 

⑦ 総合設計制度の適用 

 総合設計制度は、昭和４５年６月の建築基準法改正によって導入された。この制度は、敷地内に十

分な空地を有し、かつ、その敷地面積が一定規模以上である敷地で、市街地環境の向上に資する良好

な建築計画を有するものについて、高さの制限、容積率制限等の緩和が認められるもので、特定行政

庁の許可により適用される。 

 現在まで本市においてこの制度が適用された建築物は２１件を数えている。今後も、公開空地の有

効利用、都市景観の向上、緑化推進、身体障害者対策等を重点に指導し、積極的に制度の有効活用を

図ることとしている。 

 なお、平成１５年３月３１日付けで「岡山市総合設計許可取扱指針」を「岡山市総合設計制度運用

基準」として制定施行し、平成２０年４月１日に法改正に伴う一部改正を行い運用している。 

 

⑧ 定期報告制度の活用 

 特殊建築物（映画館・集会場・病院・旅館・マーケット等）の定期報告制度は、建築基準法第１２

条第１項の規定に基づき、昭和５４年４月１日から実施しており、定期検査を受け、その結果を報告

することを所有者（又は管理者）に義務づけている。 

 また、昇降機等（エレベーター・エスカレーター・遊戯施設）についても同法第１２条第３項によ

り昭和５４年４月１日から実施しており、特殊建築物と同様、所有者（又は管理者）に報告を義務付

けている。 

平成２５年度の報告率は、特殊建築物については７５．５％（平成２４年度６３．１％、平成２３

年度７１．９％）であり、昇降機等は９８．０％（平成２４年度９７．５％、平成２３年度９７．２

％）となっている。昇降機等の定期報告制度については、概ね定着していると考えられるが、特殊建

築物については所有者等の理解を得るよう、引続き啓発の必要がある。 

 また、平成２１年度から建築設備（非常用照明、機械排煙設備、換気設備）についての定期報告を

実施し、報告率は５９．５％（平成２４年度５８．７％、平成２３年度６４．９％、）となっており、

今後、所有者等の理解を得るよう引続き啓発の必要がある。 

なお、所有者等には、定期報告の該当年度であることを通知し、提出されない場合は督促書を送付

して、安全な維持管理・是正等を指導している。 

 

⑨ 道路の位置の指定 

 道路の位置の指定は、平成２５年度は２９件、平成２４年度は２９件である。幅員に関しては４ｍ

幅員道路の延長と４ｍを超える幅員道路の延長との割合は、約6.7：3.3（平成２４年度約3.5：6.5）

である。また、宅地の区画面積については、１５０㎡以上の区画が全体の約６２％である。 
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⑩ バリアフリーの促進 

 従来のハートビル法では、不特定多数の者が利用するデパート、ホテル、店舗、飲食店等の公共的

性格を有する建築物を建築しようとする者は、出入口、廊下、階段、昇降機、便所等を、高齢者や身

体障害者が円滑に利用できるようにするための措置を講ずるよう努力義務が課せられていたが、平成

１５年４月１日より建築物の範囲を不特定でなくとも多数の者が利用する学校、事務所、共同住宅等

にも拡げられることとなった。さらに、延べ面積２０００㎡以上のデパート、ホテル、店舗、飲食店

等については、建築基準関係規定としてハートビル法で定める基準への適合が義務付けられた。これ

らについて必要な指導、助言を行い、さらに建築物の計画の認定を行っている。なお、現在までに病

院、店舗等３１件のハートビル法認定を行っている。 

また、平成１３年４月には岡山県福祉のまちづくり条例が施行され、さらに、平成１４年４月から

は、岡山市くらしやすい福祉のまちづくり条例が施行された。これらの条例に基づき届出・協議が必

要となり、高齢者や身体障害者が円滑に利用できるようバリアフリー法と合わせて指導や助言を行っ

ている。 

 

⑪ 建築協定、景観条例等による「まちづくり」の促進 

 集団としての美しく住みよい街づくりを推進するため、昭和４５年４月１日、岡山市建築協定条例

を制定した。一団の住宅地としての環境又は商店街としての利便を高度に維持増進するために、建築

物の規模、用途、階数、壁面後退、堀構造、色彩計画等に関して建築協定を締結するように誘導して

いる。 

 昭和４６年度から平成２年度までに２２箇所の建築協定住宅団地が生まれ、平成１７年度に出石小

学校跡地整備事業に伴う協定が締結され、これまで２３件の建築協定が締結された。 

 類似の制度である地区計画については、既に１６箇所の地区において都市計画決定しており、現在

数箇所の地区においても計画の策定が行われている。 

 また、市役所筋や文化的シンボルゾーン等においては、街並み整備の誘導指針を定め、建築物のセ

ットバックや緑化推進等による景観整備を誘導してきたが、平成２０年４月に施行された岡山市景観

条例に景観形成重点地区として引き継がれている。 

 このようなことから住民の「まちづくり」に対する意識は、かなり高まっているものと思われる。 

 

⑫ 岡山市景観まちづくり賞の選定 

 昭和４６年から実施していた「岡山市優秀建築物表彰制度」に代わり、平成８年度に創設した『岡

山市まちづくり賞』は、都市の美化、緑化、環境整備など都市景観の創出や地域の魅力あるまちづく

りに貢献していると認められる建造物等を表彰することにより、本市の都市並びに地域文化の水準を

高め、ゆとりと潤いのあるまちづくりに寄与することを目的としている。 

 平成２０年度に、街並み整備誘導指針の内容が景観条例に移行したことに伴って見直しを行ない、

内容の整理も行なったうえで、岡山市景観条例に基づく表彰制度として、「岡山市景観まちづくり賞」

に名称もあらためて平成２１年度から新たに実施した。 

 平成２５年度の応募件数は、「建築物部門」１５件、「街並み部門」０件の合計１５件の中から、

３件の作品が選定され表彰を行なった。 

 昭和４７年から平成２５年までに、２７０件の建築物などが受賞されている。この制度が市民の街

づくりへの参加の一つの契機となり、「美しい魅力あふれる街づくり」が市民の自らの手により、今

後とも積極的に推進されることが期待される。 
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⑬ 耐震改修の促進 

 平成７年１月の阪神･淡路大震災の発生により、同年１０月に「建築物の耐震改修の促進に関する

法律」（法律第123号）が制定され、近年では、平成２３年３月に東日本大震災が発生し、また、南

海トラフ巨大地震発生の危険性が指摘されている中で、平成２５年１１月に同法が大幅に改正された。 

この改正により、旧耐震基準で建てられた店舗、病院、旅館等で不特定多数の者が利用する建築物

及び学校、老人ホーム等の避難弱者が利用する建築物で、大規模なものの耐震診断が義務化され、ま

た、それ以外の建築物についても耐震診断・耐震改修の一層の推進に努めるよう努力義務が設けられ

るなど、建築物の耐震化に対し大幅に基準が強化された。 

そうしたことから、本市では、平成１４年度に古い基準で建てられた木造住宅の耐震診断費用の一

部を補助する制度を創設し、平成１８年度に全ての建築物に対して耐震診断費用の一部を補助するよ

う制度を拡充した。さらに平成２０年度より、木造住宅の耐震改修費用の一部を補助する制度を創設

した。その後、それぞれの補助制度の拡充のための見直しを随時行っており、地震に強いまちづくり

を実現していくための取り組みを進めている。 

また、平成２０年３月に策定した耐震改修促進計画において、既存建築物の耐震診断・耐震改修の

目標を設定するとともに、その必要性について普及・啓発に努める等、計画的かつ重点的な耐震対策

を推進していくものである。 

 

⑭ 指定確認検査機関の動向 

 平成１１年５月の法律改正により、指定確認検査機関が建築確認業務を行うことが出来るようにな

った。岡山県では平成１２年９月、岡山県建築住宅センター株式会社が岡山県知事の指定を受け、岡

山市に於いて業務を開始した。つづいて、日本ＥＲＩ株式会社が、平成１２年４月、国土交通大臣の

指定を受け業務を開始し、平成１５年４月には岡山支店を開設した。ハウスプラス中国住宅保証株式

会社も平成１６年４月、中国地方整備局長の指定を受けて岡山支店を開設し業務を開始した。平成 

２１年１１月には株式会社西日本住宅評価センターが岡山事務所（平成２３年４月から岡山支店）を

開設して業務を開始した。 

その業務は、建築物及びこれに付属する工作物や昇降機の確認検査など確認検査業務全般にわたっ

て行われており、平成２５年度の業務実績は、確認済件数４，３０４件・検査済件数３，３７６件、

平成２４年度は確認済件数３，６６７件・検査済件数３，０３１件、平成２３年度は確認済件数 

３，５３６件・検査済件数２，９１６件となっており、岡山市全体の約９９％を占めるようになって

いる。 

 同一行政区域内における建築基準法の統一的運用や、敷地の二重使用の防止のため、今後も指定確

認検査機関との協議・連携が必要である。 

 

⑮ 建設リサイクル法に基づく指導等 

  平成１４年５月３０日に建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）が施

行され、一定規模以上の解体工事等について、技術基準に従って、コンクリート、アスファルト、木

材を分別し、再資源化することが義務付けられた。 

 建設リサイクル法の施行に伴い、届出及び通知の受理・審査、工事現場への届出済証（ｽﾃｯｶｰ）の

掲示、分別解体等に関する指導を行っている。平成２５年度は届出１，６６７件、通知７８３件で合

計２，４５０件、平成２４年度は届出１，４７９件、通知７７５件で合計２，２５４件であった。 

 



年度

区分

33 (2) 3226 (246) 3259 (248) 24 (1) 3506 (235) 3530 (236) 43 (3) 3541 (241) 3584 (244) 45 (4) 3668 (249) 3713 (253) 25 (1) 4304 (351) 4329 (352)

１号 2 269 (49) 271 (49) 3 308 (48) 311 (48) 5 273 (41) 278 (41) 9 297 (40) 306 (40) 7 (1) 364 (61) 371 (62)

２号 16 16 26 (2) 26 (2) 17 (1) 17 (1) 21 (3) 21 (3) 26 (5) 26 (5)

３号 5 (1) 570 (39) 575 (40) 3 (1) 621 (58) 624 (59) 8 (3) 651 (74) 659 (77) 9 (2) 681 (74) 690 (76) 2 704 (82) 706 (82)

４号 11 (1) 2142 (148) 2153 (149) 12 2343 (121) 2355 (121) 15 2371 (120) 2386 (120) 12 (2) 2419 (126) 2431 (128) 10 2892 (201) 2902 (201)

（建築物）計 18 (2) 2997 (236) 3015 (238) 18 (1) 3298 (229) 3316 (230) 28 (3) 3312 (236) 3340 (239) 30 (4) 3418 (243) 3448 (247) 19 (1) 3986 (349) 4005 (350)

6 65 71 5 94 (2) 99 (2) 12 122 134 9 120 (1) 129 (1) 4 212 216

9 164 (10) 173 (10) 1 114 (4) 115 (4) 3 107 (5) 110 (5) 6 130 (5) 136 (5) 2 106 (2) 108 (2)

26 (1) 3220 (247) 3246 (248) 23 (1) 3527 (234) 3550 (235) 38 (1) 3536 (241) 3574 (242) 44 (4) 3667 (245) 3711 (249) 25 (1) 4304 (355) 4329 (356)

１号 2 265 (49) 267 (49) 3 319 (48) 322 (48) 4 266 (40) 270 (40) 9 303 (40) 312 (40) 7 (1) 370 (63) 377 (64)

２号 16 16 26 (2) 26 (2) 17 (1) 17 (1) 21 (3) 21 (3) 26 (5) 26 (5)

３号 3 567 (38) 570 (38) 3 (1) 625 (58) 628 (59) 6 (1) 656 (75) 662 (76) 8 (3) 680 (72) 688 (75) 3 701 (83) 704 (83)

４号 11 (1) 2143 (150) 2154 (151) 12 2350 (120) 2362 (120) 13 2371 (120) 2384 (120) 12 (1) 2412 (124) 2424 (125) 9 2889 (202) 2898 (202)

（建築物）計 16 (1) 2991 (237) 3007 (238) 18 (1) 3320 (228) 3338 (229) 23 (1) 3310 (236) 3333 (237) 29 (4) 3416 (239) 3445 (243) 19 (1) 3986 (353) 4005 (354)

6 64 70 4 94 (2) 98 (2) 12 121 133 9 121 (1) 130 (1) 4 212 216

4 165 (10) 169 (10) 1 113 (4) 114 (4) 3 105 (5) 108 (5) 6 130 (5) 136 (5) 2 106 (2) 108 (2)

23 (1) 2633 (3) 2656 (4) 17 2779 (3) 2796 (3) 42 (1) 2931 (5) 2973 (6) 49 (2) 3070 (8) 3119 (10) 24 3395 (14) 3419 (14)

１号 7 189 (2) 196 (2) 2 210 (3) 212 (3) 10 197 (3) 207 (3) 17 224 (2) 241 (2) 5 265 (7) 270 (7)

２号 15 15 26 26 13 13 12 12 20 20

３号 3 524 527 2 525 527 6 (1) 559 (2) 565 (3) 8 (1) 602 (5) 610 (6) 3 599 (6) 602 (6)

４号 4 (1) 1751 (1) 1755 (2) 9 1874 1883 10 2007 2017 10 (1) 2022 (1) 2032 (2) 8 2319 (1) 2327 (1)

（建築物）計 14 (1) 2479 (3) 2493 (4) 13 2635 (3) 2648 (3) 26 (1) 2776 (5) 2802 (6) 35 (2) 2860 (8) 2895 (10) 16 3203 (14) 3219 (14)

5 63 68 4 86 90 12 95 107 11 138 149 5 122 127

4 91 95 58 58 4 60 64 3 72 75 3 70 73

19 (1) 2641 (4) 2660 (5) 16 2774 (3) 2790 (3) 33 (1) 2916 (5) 2949 (6) 37 (2) 3031 (8) 3068 (10) 22 3376 (13) 3398 (13)

１号 1 189 (2) 190 (2) 1 209 (3) 210 (3) 2 196 (3) 198 (3) 5 223 (2) 228 (2) 3 265 (7) 268 (7)

２号 15 15 26 26 13 13 12 12 20 20

３号 2 526 (1) 528 (1) 2 518 520 6 (1) 558 (2) 564 (3) 7 (1) 586 (5) 593 (6) 3 600 (5) 603 (5)

４号 4 (1) 1757 (1) 1761 (2) 9 1874 1883 9 1996 2005 10 (1) 2001 (1) 2011 (2) 8 2299 (1) 2307 (1)

（建築物）計 7 (1) 2487 (4) 2494 (5) 12 2627 (3) 2639 (3) 17 (1) 2763 (5) 2780 (6) 22 (2) 2822 (8) 2844 (10) 14 3184 (13) 3198 (13)

7 63 70 4 87 91 12 93 105 11 138 149 5 123 128

5 91 96 60 60 4 60 64 3 71 74 3 69 72

岡山市 指定確認検査機関 岡山市全体 岡山市 指定確認検査機関 岡山市全体 岡山市 指定確認検査機関

22

２　建 築 行 政 統 計

（１）建築行政統計統括表

①統括表（確認申請分）

23 24
岡山市 岡山市全体指定確認検査機関岡山市全体

＊（　）は計画変更の内数です。

（建築物）

（建築物）

（建築物）

（建築物）

（昇降機）

（工作物）

確認申請受付件数

確認済証発行件数

（昇降機）

（工作物）

（昇降機）

（工作物）

21

（工作物）

検査済証発行件数

-
1

6
-

完了検査申請受付件数

（昇降機）

25
岡山市 指定確認検査機関 岡山市全体



年度

区分

75 (13) 75 (13) 59 (6) 59 (6) 48 (5) 48 (5) 61 (4) 61 (4) 71 (7) 71 (7)

１号 10 (1) 10 (1) 18 (5) 18 (5) 14 (4) 14 (4) 16 (3) 16 (3) 25 (6) 25 (6)

２号

３号 18 (8) 18 (8) 4 (1) 4 (1) 2 2 5 5 5 (1) 5 (1)

４号 35 (4) 35 (4) 25 25 17 (1) 17 (1) 25 (1) 25 (1) 19 19

（建築物）計 63 (13) 63 (13) 47 (6) 47 (6) 33 (5) 33 (5) 46 (4) 46 (4) 49 (7) 49 (7)

10 10 9 9 13 13 15 15 21 21

2 2 3 3 2 2 1 1

59 (10) 59 (10) 67 (7) 67 (7) 47 (4) 47 (4) 58 (4) 58 (4) 70 (5) 70 (5)

１号 5 5 20 (6) 20 (6) 14 (4) 14 (4) 14 (2) 14 (2) 24 (4) 24 (4)

２号

３号 12 (6) 12 (6) 7 (1) 7 (1) 2 2 4 (2) 4 (2) 5 (1) 5 (1)

４号 32 (4) 32 27 27 16 16 25 25 19 19

（建築物）計 49 (10) 49 54 (7) 54 (7) 32 (4) 32 (4) 43 (4) 43 (4) 48 (5) 48 (5)

9 9 10 10 13 13 15 15 21 21

1 1 3 3 2 2 1 1

56 (4) 56 (4) 54 (7) 54 (7) 49 (4) 49 (4) 60 (7) 60 (7) 60 (3) 60 (3)

１号 4 4 12 (1) 12 (1) 12 (3) 12 (3) 18 (6) 18 (6) 16 (1) 16 (1)

２号

３号 10 (3) 10 (3) 11 (6) 11 (6) 6 6 4 4 5 5

４号 31 (1) 31 (1) 20 20 14 (1) 14 (1) 23 (1) 23 (1) 18 (2) 18 (2)

（建築物）計 45 (4) 45 (4) 43 (7) 43 (7) 32 (4) 32 (4) 45 (7) 45 (7) 39 (3) 39 (3)

9 9 10 10 14 14 14 14 20 20

2 2 1 1 3 3 1 1 1 1

56 (4) 56 (4) 51 (7) 51 (7) 52 (4) 52 (4) 59 (7) 59 (7) 58 (3) 58 (3)

１号 4 4 10 (1) 10 (1) 13 (3) 13 (3) 18 (6) 18 (6) 16 (1) 16 (1)

２号

３号 10 (3) 10 (3) 11 (6) 11 (6) 6 6 4 4 4 4

４号 31 (1) 31 (1) 19 19 16 (1) 16 (1) 22 (1) 22 (1) 17 (2) 17 (2)

（建築物）計 45 (4) 45 (4) 40 (7) 40 (7) 35 (4) 35 (4) 44 (7) 44 (7) 37 (3) 37 (3)

9 9 10 10 14 14 14 14 20 20

2 2 1 1 3 3 1 1 1 1

②統括表（計画通知分）

指定確認検査機関 岡山市全体

-
1

7
-

23
岡山市 指定確認検査機関 岡山市全体

24
岡山市

22
岡山市 指定確認検査機関 岡山市全体

（工作物）

完了検査通知受付件数

（昇降機）

（工作物）

検査済証発行件数

（建築物）

確認済証発行件数

（昇降機）

（工作物）

（建築物）

（昇降機）

計画通知受付件数

（昇降機）

（建築物）

（工作物）

21
岡山市 指定確認検査機関 岡山市全体

（建築物）

岡山市 指定確認検査機関 岡山市全体

＊（　）は計画変更の内数です。

25



（２）建築確認申請受付件数及び総床面積の推移

年度

種別

総件数(件) 66 58 53 68 60

総床面積(㎡) 20,717 16,971 14,576 42,481 25,602

総件数(件) 2,761 3,069 3,076 3,175 3,637

総床面積(㎡) 283,903 358,556 342,211 381,581 420,108

総件数(件) 2,827 3,127 3,129 3,243 3,697

総床面積(㎡) 304,620 375,527 356,787 424,062 445,710

（３）建築確認等受付件数の状況

◯工事種別件数

年度

区分

2,494 2,749 2,793 2,906 3,294

312 357 306 314 385

1 1

1 2 1

19 19 29 23 17

2,827 3,127 3,129 3,243 3,697

◯構造別件数

年度

区分

1,947 2,197 2,202 2,254 2,626

816 845 816 904 967

53 70 95 73 84

3 3 8 5 4

8 12 8 7 16

2,827 3,127 3,129 3,243 3,697

23

23

23

移　　   　転

改　   　　築

岡山市
全体

岡山市

指定確認
検査機関

新　　 　　築

増　   　　築

そ　の　他

計

用途変更他

計

木　　 　造

鉄　骨　造

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋コンクリート造

21

21

21

24

24

24

22

22

22

＊(2)及び(3)は建築物の確認申請及び計画通知を合わせた数値です。
　　(計画変更は除く)。

25

25

25

- 18 -



◯延べ床面積別件数

年度

区分

87 94 73 90 89

469 528 615 611 665

1,914 2,087 2,040 2,115 2,346

250 292 267 280 377

58 60 51 54 108

20 21 38 37 48

25 41 41 51 53

4 4 4 3 10

0 0 0 2 1

2,827 3,127 3,129 3,243 3,697

◯防火・準防火・都市計画区域別件数

年度

区分

防火地域 19 18 25 25 18

準防火地域 223 215 251 250 268

法２２条区域 2,571 2,878 2,839 2,960 3,393

14 16 14 8 18

2,827 3,127 3,129 3,243 3,697

◯用途地域・都市計画区域別件数

年度

区分

第１種低層住居専用地域 371 382 425 427 463

第２種低層住居専用地域

第１種中高層住居専用地域 268 261 350 382 441

第２種中高層住居専用地域 132 156 169 162 232

第１種住居地域 576 684 608 674 854

第２種住居地域 121 137 168 188 164

準住居地域

近隣商業地域 111 114 123 118 122

商業地域 99 82 110 96 118

準工業地域 213 315 323 362 370

工業地域 14 23 19 16 39

工業専用地域 6 7 5 1 5

指定なし 902 950 815 809 871

14 16 14 8 18

2,827 3,127 3,129 3,243 3,697

23

23

22

都市計画区域外

計

都
市
計
画
区
域
内

都市計画区域外

10,000㎡を超50,000㎡以内のもの

2,000㎡を超え10,000㎡以内のもの

500㎡を超え1,000㎡以内のもの

1,000㎡を超え2,000㎡以内のもの

計

30㎡以内のもの

30㎡を超え100㎡以内のもの

100㎡を超え200㎡以内のもの

50,000㎡を超えるもの

計

都市計画
区 域 内

200㎡を超え500㎡以内のもの

21 2422

25

24

24

21 22

21 23

25

25

- 19 -



◯住宅等別件数

年度

区分

2,218 2,469 2,482 2,564 2,930

120 142 153 148 172

31 37 40 30 48

101 96 82 98 137

357 383 372 403 410

2,827 3,127 3,129 3,243 3,697

◯区別件数

1,044 1,207 1,162 1,238 1,463

672 679 771 731 844

394 402 400 432 462

717 839 796 842 928

2,827 3,127 3,129 3,243 3,697

24
　　　　　　　　　　　　　　　　年度
区別

計

北　　　区

中　　　区

東　　　区

南　　　区

23

23

共同住宅

計

一戸建ての住宅

22

長屋建て住宅

併用住宅

252421

25

         上記住宅以外

21 22

- 20 -



◯用途・地上階数別件数(平成２５年度)

階数

用途

225 2,669 36 2,930

2 166 4 172

1 64 26 5 4 6 3 7 3 4 2 3 3 6 137

3 38 5 2 48

33 9 1 43

22 13 3 1 2 1 1 43

54 22 3 79

1 1 1 3

12 16 3 1 1 2 1 36

45 8 1 1 55

4 7 11

9 11 4 3 2 2 1 32

7 11 3 1 1 1 1 1 26

3 2 1 6

46 22 5 2 1 76

467 3,058 94 15 9 12 6 8 5 5 3 4 4 6 1 3,697

14 15

倉庫

飲食店等

12 137 8

その他

計

一戸建ての住宅

長屋建て住宅

教育施設

医療施設

集会施設

児童福祉施設・老人ホーム等

合計

ホテル・旅館等

併用住宅

工場等

事務所

店舗等

1 2 3

共同住宅

-
2

1
-

9 10 114 5 6



年度
適用法令

法第43条 1項 197 182 189 173 208

法第44条 1項

1項

2項

3項 1

4項

5項

6項

7項

8項

9項

10項

11項

12項

法第51条 1

9項

10項

13項

法第55条 3項

法第56条2　 1項 1 1 3 1

法第59条

法第59条2 1項 1

3項

5項 4 8 3 2 4

202 192 193 178 214

(５)仮使用承認件数
年度

適用法令

6 10 9 8 9

2 0 0 1 0
8 10 9 9 9

(６)建築物認定取扱い件数
年度

適用法令

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

6 1 2 0 0

0 0 0 0 0

0 6 2 0 0

2522

法第85条

21

計

計

適用の除外（法第3条第1項）

第1種低層住居専用地域又は第2種低層住
居専用地域内における建築物の高さの限
度（法第55条）

全体計画認定(法第86条の８）

前面道路とみなす道路等（令第131条の2）

法第48条

計

(４)許可申請取扱い件数

21 23

24232221

25

24

25

※法第47条(壁面線による建築制限)の許可については､法第46条の壁面線指定区域無しにつき、対象外｡

法第7条の6第1項(特定行政庁によるもの)

法第18条第22項(特定行政庁によるもの)

24

23

法第52条

22

- 22 -



延べ面積

用途地域

0 3 0 0 0 0 3

0 0 0 0 1 2 3

0 0 2 0 0 0 2

0 1 3 2 0 0 6

0 0 0 1 0 1 2

0 1 3 1 4 1 10

0 5 8 4 5 4 26

(内訳：学校３件，事務所１件，共同住宅１６件，その他６件)

○Ｈ２２年度

延べ面積

用途地域

第1種低層住居専用 1 0 0 0 0 0 1

第1種中高層住専用 0 0 4 0 0 1 5

第2種中高層住専用 0 0 0 0 0 0 0

第1種住居 1 1 0 1 1 0 4

第2種住居 0 1 1 0 0 0 2

0 1 3 2 5 6 17

2 3 8 3 6 7 29

(内訳：学校２件，事務所１件，共同住宅１５件，その他１１件)

○Ｈ２３年度

延べ面積

用途地域

第1種低層住居専用 2 0 0 0 0 0 2

第1種中高層住専用 1 0 0 1 0 2 4

第2種中高層住専用 1 0 1 1 0 1 4

第1種住居 0 0 4 2 1 0 7

第2種住居 0 3 2 1 0 1 7

1 0 4 4 0 3 12

5 3 11 9 1 7 36

(内訳：学校４件，事務所１件，共同住宅２２件，その他９件)

○Ｈ２４年度

延べ面積

用途地域

第1種低層住居専用 1 0 0 0 0 0 1

第1種中高層住専用 0 1 1 0 2 2 6

第2種中高層住専用 0 1 3 0 0 0 4

第1種住居 1 0 4 1 0 1 7

第2種住居 0 0 1 0 3 1 5

1 0 1 2 2 5 11

3 2 10 3 7 9 34

(内訳：学校５件，事務所２件，共同住宅１６件，その他１１件)

5000㎡以上 計

その他

500㎡未満 500㎡以上 1000㎡以上 2000㎡以上

5000㎡以上 計500㎡未満 500㎡以上 1000㎡以上 2000㎡以上

3000㎡以上

(７)岡山市中高層建築物に関する指導要綱による申請状況

○Ｈ２１年度

第1種中高層住専用

3000㎡以上

その他

計

その他

計

計

5000㎡以上 計

第1種低層住居専用

500㎡未満 500㎡以上 1000㎡以上 2000㎡以上 3000㎡以上

第2種中高層住専用

第1種住居

第2種住居

5000㎡以上 計

その他

500㎡未満 500㎡以上 1000㎡以上 2000㎡以上 3000㎡以上

計

- 23 -



延べ面積

用途地域

1 1 0 1 0 0 3

1 0 1 1 0 2 5

1 0 0 0 0 1 2

0 2 2 1 2 1 8

1 1 0 0 2 0 4

0 0 6 0 7 3 16

4 4 9 3 11 7 38

(内訳：学校９件，事務所１件，共同住宅 １８件，その他１０件)

区分

年度

4,852
42
22
41
37
34
31
25
41
29
29

※平成２１年度行政年報から年度別に修正

区分

年度 100㎡未満 125㎡未満 150㎡未満 150㎡以上 計

3 7 26 92 128

4 3 8 52 67

0 13 9 97 119

0 12 20 84 116

0 3 7 87 97

1 0 12 94 107

0 15 25 53 93

4 19 23 104 150

1 6 18 70 95

0 13 25 63 101

※平成２１年度行政年報から年度別に修正

Ｈ 25

Ｈ 25 959.34 314.97 644.37

Ｈ 24 886.46 566.52

Ｈ 23 1,346.91 1,031.96
319.94

1,531.83

314.95

Ｈ 19

Ｈ 16

Ｈ 23

Ｈ 22

Ｈ 21

Ｈ 21

Ｈ 20

Ｈ 16

Ｈ 17

Ｈ 18

Ｈ 19

件数 総延長(m)
幅員4m幅員4mを超えるもの

1,196.28 335.55
787.73

455.89

272.32
173.03Ｈ 20

区画面積

1,114.85

1,446.47
953.86

842.53
1,094.231,267.26

1,409.75

第1種低層住居専用

第2種中高層住専用

第2種住居

○年度別表

500㎡未満 500㎡以上 1000㎡以上 2000㎡以上 3000㎡以上 5000㎡以上 計

延長（ｍ）

その他

計

第1種住居

第1種中高層住専用

○Ｈ２５年度

(８)道路の位置の指定状況

Ｈ 22 919.59 442.34

Ｓ43～Ｈ15 369,802.55 168,106.30 201,696.25

477.25

Ｈ 24

89.91
534.37

○区画分譲予定面積(道路の位置指定)別件数

912.10
697.82

Ｈ 18

Ｈ 17

- 24 -



 
行
政
指
導
の
件
数

 
行
政
指
導
の
結
果
是
正
さ
れ
た
件
数

 
行
政
指
導
の
件
数

 
行
政
指
導
の
結
果
是
正
さ
れ
た
件
数

 
行
政
指
導
の
件
数

 
行
政
指
導
の
結
果
是
正
さ
れ
た
件
数

 
行
政
指
導
の
件
数

 
行
政
指
導
の
結
果
是
正
さ
れ
た
件
数

 
行
政
指
導
の
件
数

 
行
政
指
導
の
結
果
是
正
さ
れ
た
件
数

1 1 2 2 4 3 0 0 0 0

2 2 1 1 5 5 2 2 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6 6 8 3 21 9 3 3 17 10

118 76 83 44 57 36 107 52 83 34

127 85 94 50 87 53 112 57 104 45

23

1

1

23

22

0

0

22

21

23

87

5350

22

94

工事施行(作業)停止指示等

是正された建築物件数

法第9条第11項による代執行件数

法第9条第2項により命令した件数

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
事　項

行政指導の種類

確認申請提出指示等

85

21

(９)違反建築物是正指導状況

○違反建築物に対する是正措置の状況

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
事　項

法第9条第7項により命令した件数

法第9条第10項により命令した件数

127違反建築物件

法第9条第1項により命令した件数

○違反建築物に対する行政指導の状況

告発件数

24

112

57 45

25

104

0

0

25

25

0

24

24

回　　数

件　　数

21

(10)意見の聴取回数

　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　事　項

1

1

使用禁止(制限)指示等

移転､除却等指示等

その他

計

0

- 25 -



　平成15年４月１日施行（2,000㎡以上）、平成22年４月１日から300㎡以上

（平成21年６月４日施行）

0

1140

0

1067

0

0

1

0

0

1224

0

0

25

1033

0

77

35

73

3

2

0

0

24

975

0

81

27

51

3

3

0

0

2

5

0

1061

23

969

0

26

31

28

22

950

1

51

0

0

29

0

9

5

0

0

0

0

27

8

1

0

488

1

29

0

18

16

227 24 23

1,188 13

157 32

322 738

1,667

1

783

25

33

29

24

1,479 775

138

340 733

25

届出
件数

通知
件数

届出
件数

通知
件数

24

1,001 13

23

届出
件数

通知
件数

22

届出
件数

通知
件数

通知
件数

年　　度 21

(11)建設リサイクル法届出・通知状況

ホテル等

届出
件数

解体工事

新築工事等

　　　　　　　 　　　　 　　届出・通知
工事種別

建築物以外工事

計

848

15

18

1,134

216

98

820 903 13

124 16

330 705

1,028 13

119 18

304 710

1,451 741

0 1 0 0

1,357 734881

21

21

0 1 1 2 3

13 11 9 14

4

3 10 17 20 20

1 3 6 3

150

41 181 183 210 270

10 101 98 110

(12)省エネ法届出状況

21 22 23
　　　　　　　　　　　　　　　年度
　用途

病院等

物販店舗等 3 12 9 8

4 18 20 32

事務所等

学校等

飲食店舗等

集会所等

(13)長期優良住宅建築等計画の認定件数

　　　　　　　　　　　　　　年度

工場等

共同住宅等

計

21

法第５条第１項認定

法第５条第３項認定

一
戸
建
て
の
住
宅

共
同
住
宅
等

法第10条承認

法第５条第１項認定

法第５条第２項認定

法第５条第３項認定

法第５条第２項認定

0

550

法第８条変更

法第９条変更

法第８条変更

計

法第10条承認

法第９条変更

0

0

- 26 -



(14)低炭素建築物新築等計画の認定件数
（平成24年12月4日施行）

法第53条第1項申請

法第55条第1項申請

法第53条第1項申請

法第55条第1項申請

 非住宅建築物

 複合建築物

 一戸建ての住宅

 共同住宅等

法第53条第1項申請

法第55条第1項申請

法第53条第1項申請

法第55条第1項申請

0 0

0

計 0 12

0 0

0 0

24 25

0

0

0 11

0

0 0

0

　　　　　　　　　　　　　　年度

1

- 27 -
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３ 建築審査会  

（１）建築審査会委員名簿 

（注）建築基準法記載部門順 

（任期 平成 24 年 11 月 1 日～平成 26 年 10 月 31 日） 

氏  名 部 門 現  職 備  考 

田 村  尚 史  法 律 弁護士 職 務 代 理  

窪 津    誠  経 済 岡山商工会議所専務理事  

新 谷  雅 之  建 築 一般社団法人岡山県建築士会副会長 会 長 

竹 下  浩 子  建 築 愛媛大学教育学部准教授  

樋 口  輝 久  都市計画 岡山大学大学院環境生命科学研究科准教授  

池 本  貞 子  公衆衛生 吉備国際大学短期大学部学部長  

福 田  伸 子  行 政 公益財団法人倉敷スポーツ公園常務理事  

 

（２）建築審査会開催状況 
 

開 催 年 月 日  案   件  適 用 条 例  件 数  

平 成 25年  5月 24日  建築基準法第５６条の２第１項ただし書き（日影によ

る中高層の建築物の高さ制限）許可 

法第５６条の２

第１項 

1 

建築基準法第４３条第１項ただし書き（敷地と道路と

の関係）許可（専決処分の報告） 

法第４３条第１

項 

86 

 

建築基準法第５６条の２第１項ただし書き（日影によ

る中高層の建築物の高さ制限）許可（専決処分の 

報告） 

法第５６条の２

第１項 

1 

平 成 25年  9月 27日  建築基準法第５９条の２第１項（総合設計）許可 法第５９条の２

第１項 

1 

建築基準法第４３条第１項ただし書き（敷地と道路と

の関係）許可（専決処分の報告） 

法第４３条第１

項 

73 

建築基準法第５６条の２第１項ただし書き（日影によ

る中高層の建築物の高さ制限）許可（専決処分の 

報告） 

法第５６条の２

第１項 

1 

平 成 25年 12月 16日  「Ｈ25岡建審第1号審査請求事件」書面審査   

平 成 26年  1月 24日  「Ｈ25岡建審第1号審査請求事件」口頭審査・裁決   



4  定期報告状況

(1)特殊建築物 (平成26年3月31日現在)

報告すべき

件数(B) 件数(C) (C)/(B)

3 0 0 0.0%

32 14 13 92.9%

315 94 82 87.2%

111 20 12 60.0%

342 166 115 69.3%

2 0 0 0.0%

805 294 222 75.5%

(2)建築設備 (平成26年3月31日現在)

報告すべき

件数(B) 件数(C) (C)/(B)

3 3 1 33.3%

32 32 25 78.1%

315 315 225 71.4%

111 111 51 45.9%

342 342 176 51.5%

2 2 1 50.0%

805 805 479 59.5%

(平成26年3月31日現在)

報告すべき

件数(B) 件数(C) (C)/(B)

3,875 3,754 3,676 97.9%

1 1 1 100.0%

7 7 7 100.0%

393 372 370 99.5%

7 2 1 50.0%

4,283 4,136 4,055 98.0%

指定件数(A)
報告件数

劇場･映画館･演芸場

報告件数
指定件数(A)

観覧場･公会堂･集会場

病院･診療所･養老院･児童福祉施設等

旅館･ホテル

百貨店･マｰケット･展示場･キャバレｰ･カ
フェｰ･ナイトクラブ･バｰ･舞踏場･遊戯場･
公衆浴場(個室付浴場に限る)･待合･料理
店･飲食店･物品販売業を営む店舗

地下街

計

指定件数(A)

計

(3)昇降機等

エレベーター

エスカレーター

遊戯施設

小型エレベーター

階段昇降機

報告件数

劇場･映画館･演芸場

観覧場･公会堂･集会場

病院･診療所･養老院･児童福祉施設等

旅館･ホテル

百貨店･マｰケット･展示場･キャバレｰ･カ
フェｰ･ナイトクラブ･バｰ･舞踏場･遊戯場･
公衆浴場(個室付浴場に限る)･待合･料理
店･飲食店･物品販売業を営む店舗

地下街

計
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５　くらしやすい福祉のまちづくり条例届出件数等
※（　　）内は適合件数

届　出 協　議 届　出 協　議 届　出 協　議
0 0 0 1 6 7 7 4 11

(0) (0) (6) (6) (3) (3) (6)
19 12 31 27 7 34 15 4 19
(9) (11) (20) (9) (4) (13) (6) (3) (9)
0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0)
0 0 0 1 0 1 0 0 0

(0) (1) (1) (0)
0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0)
6 0 6 6 0 6 10 0 10
(3) (3) (3) (3) (7) (7)
6 0 6 4 0 4 9 1 10
(5) (5) (2) (2) (7) (0) (7)
0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0)
3 2 5 0 1 1 3 4 7
(1) (1) (2) (1) (1) (2) (1) (3)
2 0 2 2 1 3 3 0 3
(1) (1) (1) (1) (2) (2) (2)
0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0)
1 1 2 1 0 1 0 0 0
(0) (1) (1) (1) (1) (0)
0 0 0 2 0 2 0 0 0

(0) (2) (2) (0)
27 1 28 26 2 28 34 2 36
(20) (1) (21) (24) (2) (26) (30) (2) (32)
10 0 10 7 1 8 6 0 6
(8) (8) (6) (6) (3) (3)
1 0 1 3 0 3 3 0 3
(1) (1) (2) (2) (2) (2)
0 0 0 0 0 0 1 0 1

(0) (0) (0) (0)
1 0 1 3 0 3 0 0 0
(1) (1) (1) (1) (0)
0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0)
1 1 2 0 0 0 0 1 1
(1) (1) (2) (0) (0) (0)
0 1 1 0 2 2 0 2 2

(1) (1) (0) (1) (1)
0 2 2 0 1 1 0 3 3

(1) (1) (0) (1) (1)
0 12 12 0 14 14 0 21 21

(4) (4) (8) (8) (3) (3)
0 1 1 0 1 1 0 0 0

(1) (1) (0) (0)
0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

77 33 110 83 36 119 91 42 133
(50) (22) (72) (52) (22) (74) (62) (14) (76)

 公共交通機関の駅舎等

（５）
1  共同住宅

2  寄宿舎

（３）

1  興行施設

（４）
1

合　計

複数構成施設の共用部分

２以上の用途で構成される施設
の共用部分

（７）３，０００
㎡以上

（６）

 事務所

5

2  工場等

9  観光施設

10  自動車車庫

7  宿泊施設

3

8  展示施設

 飲食店舗

6  サービス業店舗

4  物品販売店舗

（２）

1  第二種医療施設

2  第二種保健福祉施設

 スポーツ施設

2  遊戯施設

3  第二種官公庁施設

 教育施設

5  集会施設

4

5  公益施設

対象施設

（１）

1  第一種医療施設

4

2  第一種保健福祉施設

 文化教養施設

3  第一種官公庁施設

H25年度
合　計

H23年度
合　計

H24年度
合　計
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６ 総合設計制度適用建築物 
 名称 昭和４８年度 昭和４９年度 昭和５２年度 昭和５３年度 昭和５７年度 昭和６０年度 

項目  新岡山ビルディング 住友生命岡山ビル 三井生命ビル 日本生命岡山第２ビル 第一生命岡山第2ビル 朝日生命岡山ビル 

1 建築主 
(株)新岡山ビルディング 

代表取締役社長 寺西直一 

住友生命保険相互会社 

取締役社長 新井正明 

三井生命保険相互会社 

代表取締役社 長田島孝寛 

日本生命保険相互会社岡山支社､ 

岡山支社長 佐野昌之 

第一生命保険相互会社岡山支社 

岡山支社長 丸本金雄 

朝日生命保険相互会社 

代表取締役 高島隆平 

2 設計 (株)日建設計大阪事務所 (株)日建設計大阪本社 梓設計 鹿島建設(株) 清水建設(株) (株)竹中工務店 

3 施工 清水建設(株) 鹿島建設(株) 鹿島建設(株) 鹿島建設(株) 清水建設(株) (株)竹中工務店 

4 敷地場所 
岡山市中山下24-2,24-3,23､ 

内山下80-18 
岡山市柳町一丁目292 岡山市幸町8-101他9筆 

岡 山 市 下 石 井 二 丁 目

145-8,145-15,145.19,145-20 

岡 山 市 下 石 井 二 丁 目

1-101,1-102,1-103,1,121,1-122 
岡山市柳町二丁目6-117 

5 敷地面積 １，４０８．１５㎡ ２，２８１．４３㎡ １，４４７．０６㎡ １，０５８．２４㎡ １，６４５．９８㎡ １，１１９．５５㎡ 

6 用途地域 商業地域 商業地域 商業地域 商業地域 商業地域(容積率600%･400%) 商業地域(容積率600%･400%) 

7 防火地域 防火地域 防火地域 防火地域 防火地域 防火地域 防火地域 

8 用途 事務所 事務所 事務所 事務所 事務所 事務所 

9 建築面積 ９８９．１４㎡ ９２９．３５㎡ ６６０．４６㎡ ７３４．８１㎡ ７９７．７６㎡ ６６６．２１㎡ 

10建ぺい率 
７０．２４％ ４０，７４％ ４５．６４％ ６９．４３％ ４８．４７％ ５９．５０％ 

11法定建ぺい率 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

12公開空地実面積 

 有効公開空地 
５８０．００㎡（４１．１９％） ９６３．９０㎡（４２．２５％） ６３３．８３㎡（４３．８％） ２１６．６０㎡（２０．４７％) ５４５．０６㎡（３３．１１％） ３０４．４３ｍ２（２７．１９％） 

13延床面積 １０，６１０．７６㎡ １７，９７９．３３㎡ １０，１３８．７７㎡ ６，９５２．５３㎡ １１，２７４．６０㎡ ７，０５４．４６㎡ 

14容積対象床面積 ８，４２８．９６㎡ １６，３５０．９８㎡ ９，３５２．６９㎡ ６，６２６．８９㎡ ９，９５８．３３㎡ ６，６９２．１９㎡ 

15法定基準容積率 ５００％ ６００％ ６００％ ６００％ ５４５．２４％ ５５７．６％ 

16実施容積率 ５９８．６％ ７１６．７０％ ６４６．３２％ ６２６．２１％ ６０５．０１％ ５９７．７５％ 

17駐車台数 ６８台 ７８台 ５０台 ２８台 ５１台 ３３台 

18規模 地上１３階地下２階 地上２０階地下２階 地上１４階地下2階塔屋2階 地上9階地下1階塔屋1階 地上１４階地下1階塔屋1階 地上１３階 

19最高の高さ ４７．５ｍ ７３．７ｍ ６０．６ｍ ３６．４ｍ ５７．４ｍ ４５．０ｍ 

20構造 鉄骨鉄筋コンクリｰト造 鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリｰト造 鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリｰト造 鉄骨鉄筋コンクリｰト造 鉄骨鉄筋コンクリｰト造 鉄骨鉄筋コングリ-ト造 

21外装 吹付タイル プレキャストコンクリｰトパネル プレキャストコンクリｰトパネル 磁気タイル貼 小口タイル打込 小口タイル打込 

22備考       

―
 ３

１
 
―

 



 

 名称 昭和６３年度 平成３年度 平成４年 平成５年度 平成６年度 平成７年度 

項目  福武書店本社ビル 中国銀行本店 アーバンスクエアービネ (仮称)岡山県立図書館･文書館 ファミｰル･タワｰプラザ岡山 (仮称)ザ･サｰドビル 

1 建築主 
株式会社 福武書店 

代表取締役 福武聰一郎 

㈱中国銀行 

取締役頭取 稲葉侃爾 

㈱吉本組 

代表取締役 吉本義則 
岡山県知事 長野士郎 

丸紅(株) 

代表取締役 橋本 守 

(株)ザ･サｰド 

代表取締役  那須 正之 

2 設計 
㈱日建設計 

一級建築士事務所 

三菱地所㈱ 

一級建築士事務所 

㈱吉本組 

一級建築士事務所 
(有)芦原建築設計研究所 

(株)竹中工務店 

広島一級建築士事務所 
(株)やなぎ建築設計事務所 

3 施工 鹿島建設㈱・㈱大林組 
㈱竹中工務店 ㈱藤木工務店 

㈱大本組 アイサワ工業㈱ 
㈱吉本組  (株)竹中工務店､丸紅建設(株) (株)まつもとコーポレーション 

4 敷地場所 岡山市南方三丁目376－1他 岡山市丸の内一丁目15-110他 
岡山市駅前町二丁目 5-124,125,126

他 
岡山市内山下一丁目6-101 岡山市国体町75-23の二部 

岡山市表町三丁目 14-101､-102､

-103､-104,-105､-106､-119､-120 

5 敷地面積 ４，３５０．３７㎡ ４，０７６．７２㎡ ８７２．６０㎡ ２，８８２．７３㎡ ６，６４７．２６㎡ １，５９１．１２㎡ 

6 用途地域 

商業地域（４００／８０） 

住居地域（２００／６０） 

近隣商業地域（２００／８０） 

商業地域(容積率500%) 商業地域(容積率400%) 商業地域(容積率500%) 商業地域(容積率400%) 商業地域(指定容積率500%) 

7 防火地域 準防火地域 防火地域 準防火地域 防火地域 準防火地域 防火地域 

8 用途 事務所 事務所（銀行本店） 事務所（テナントビル） 図書館 共同住宅 共同住宅･店舗･事務所 

9 建築面積 １，４７３．２６㎡ ２，９４４．６４㎡ ４６８．３５㎡ １，７６４．４㎡ １，８１５．３０㎡ １，１６３．２２㎡ 

10建ぺい率 
３３．８７％ ７２．２３％ ５３．６７％ ６１．２１％ ２７．３１％ ７３．１１％ 

11法定建ぺい率 ８３．０％ １００％ ８０％ １００％ ８０％ １００％ 

12公開空地実面積 

 有効公開空地 

２，８９０．７８㎡（６６．４％） 

３，０６５．１２㎡（７０．４％） 

１，４２７．６８㎡（３５．０％） 

１，９９０．１５㎡（４８．８％） 

２６５．４２㎡（３０．４％） 

３１１．８２㎡（３５．７％） 

９２５．３０㎡（３２．０％） 

１，２４６．２５㎡ 

２，１７５．６８㎡（３２．７％） 

２，７２２．６４㎡（４１．０％） 

５７８．２８㎡（３６．３４％） 

６１７．９６㎡（３８，８４％） 

13延床面積 １８，４０９．９９㎡ ２８，４３３．２２㎡ ４，９６６．０４㎡ ２０，７３７．０㎡ ３０，９９２．６９㎡ ９，８８５．２５㎡ 

14容積対象床面積 １６，８５２．１２㎡ ２４，０１６．８７㎡ ３，９７６．７５㎡ １６，７６４．０㎡ ２８，９２２．６９㎡ ８，７５５．７４㎡ 

15法定基準容積率 ２９２．５％ ５００％ ４００％ ５００％ ４００％ ４８０％ 

16実施容積率 ３８７．３７％ ５８９．１９％ ４５５．７４％ ５８１．５４％ ４３５．１１％ ５５０．２９％ 

17駐車台数 ３１台 ９６台(敷地内) ６３台(敷地内) １００台(敷地内) 
２６７台(自動箪)(敷地内) 

５２９台(自転車)(敷地内) 

５０台(自動車)(敷地内) 

２２６台(自転車)(敷地内) 

18規模 地上14階地下３階 地上１２階地下３階 地上１１階 地上8階地下5階塔屋1階 地上２９階地下1階塔屋1階 地上１４階地下1階塔屋1階 

19最高の高さ ７０．０m ５９．９ｍ ４３．３ｍ ５６．０ｍ ９６．８ｍ ４９．４ｍ 

20構造 
鉄骨鉄筋コンクリｰト造 

及び鉄骨一部鉄筋コンクリート造 

鉄骨造及び 

鉄骨鉄筋コンクリｰト造 
鉄骨造 鉄骨鉄筋コンクリｰト造 鉄筋コンクリｰト造 鉄骨鉄筋コンクリｰト造 

21外装 ＰＣ版花崗石貼 花崗石打込ＰＣ版 磁気質タイル打込ＰＣ版 ＰＣ版 ＡＬＣ版 タイル貼 

22備考    取りやめ届け受理 戸数３２８戸 戸数８３戸 

―
 ３

２
 ―

 



 名称 平成８年度 平成８年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１５年度 平成１６年度 

項目  ニッセイ岡山下石井ビル ＮＴＴクレド岡山ビル 
岡山市本町４番地区 

優良建築物整備事業ビル 
グレｰスタワｰ 

（仮称）岡山市野田屋町一丁目11番

東地区再開発ビル 
（仮称）岡山駅前ビル 

1 建築主 
日本生命保険相互会社岡山支社 

支社長 本田泰敏 

㈱エヌ･ティ･ティ・クレド 

代表取締役社長  三田 清 

本町都市開発㈱ 

代表取締役 角南 総一郎 

両備バス(株) 

(代)小嶋 光信 

両備バス(株) 

(代)小嶋 光信 

(株)天満屋 

(代)伊原木 隆太 

2 設計 
㈱大林組本店 

一級建築士事務所 

㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ中国支店 

一級建築士事務所 
㈱都市生活研究所 (株)浦辺設計(代)松村慶三 (株)浦辺設計(代)松村慶三 

(株)竹中工務店 

広島一級建築士事務所 

3 施工 ㈱大林組広島支店 
ＮＴＴクレド岡山ビル 

建設工事協同企業体 
戸田建設㈱ 広成建設㈱ 協立土建㈱ (株)竹中工務店広島支店 (株)竹中工務店広島支店 (株)竹中工務店広島支店 

4 敷地場所 岡山市下石井二丁目2-102他 岡山市中山下一丁目8-113,-124 岡山市本町４-105他 岡山市野田屋町一丁目11-101他 岡山市野田屋町一丁目11-117他 岡山市駅元町503-1,503-2 

5 敷地面積 １，９２６．３８㎡ ４，１６０．８６㎡ １，６２３．８２㎡ １，７９０．４３㎡ １，２３８．６５㎡ １，４０１．３０㎡ 

6 用途地域 商業地域(指定容積率600%) 商業地域(指定容積率600%) 商業地域(指定容積率480%) 商業地域(指定容積率600%) 商業地域(指定容積率600%) 商業地域(指定容積率600%) 

7 防火地域 防火地域 防火地域 防火地域 防火地域 防火地域 防火地域 

8 用途 事務所 店舗・事務所・駐車場 共同住宅・店舗 共同住宅 共同住宅・店舗 事務所（貸しビル） 

9 建築面積 １，１２７．６０㎡ ２，８７２．５３㎡ １，１６４．７０６㎡ １，０３８．３８㎡ ７７９.１６㎡ ８３５．３３㎡ 

10建ぺい率 ５８．５３％ ６９．０３％ ７１．７３％ ５８％ ６２.９０％ ５９．６１％ 

11法定建ぺい率 
１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ ８０％ 

12公開空地実面積 

 有効公開空地 

６１０．８２㎡（３１．７１％） 

８６９．５１㎡（４５．１４％） 

１，１８７．７３㎡（２８．５４％） 

２，０８５．９６㎡（５０．１３％） 

１，６２８．８０㎡（１００．３％） 

１，１５６．５９㎡（７１．２２％） 

７８１．５１㎡ 

１，０１７㎡ 

４７１．３８㎡ 

５８５．７０㎡ 

５２６．８４㎡ 

９４３．４６㎡ 

13延床面積 １４，９３８．６７㎡ ３８，２４５．１２㎡ １４，２４５．８３㎡ １８，８７０．４５㎡ １２，１２９．６４㎡ １１，１７３．３６㎡ 

14容積対象床面積 １３，２５８．６７㎡ ２９，３７４．６４㎡ １０，７１５．７５㎡ １３，５９５．３１㎡ ８，８３５．４０㎡ １０，２２０．１２㎡ 

15法定基準容積率 ６００％ ６００％ ４８０％ ６００％ ６００％ ６００％ 

16実施容積率 ６８８．２７％ ７０５．９７％ ６５９．９２％ ７５９．３３％ ７１３．３１％ ７２９．３３％ 

17駐車台数 駐車台数１１３台 
駐車台数３４５台 

駐輪台数 ３５０台 

駐車台数９０台 

駐輪台数 １７６台 

駐車台数１５３台 

駐輪台数 ２８５台(バイク８台) 

駐車台数 ６２台 

駐輪台数 １７８台(バイク６台) 

駐車台数 ２９台(敷地内) 

駐輪台数   ８台(敷地内) 

18規模 地上１４階地下1階塔屋１階 地上２１階地下２階塔屋１階 地上２３階地下1階塔屋１階 地上３２階地下1階PH1階 地上２９階地下1階PH２階 地上１３階地下1階 

19最高の高さ ５９．５ｍ １０１．１ｍ ７４．３ｍ １０３．２ｍ ９４.１ｍ ５４．７ｍ 

20構造 鉄骨造 鉄骨鉄筋コンクリｰト造一部鉄骨造 鉄骨鉄筋コンクリｰト造 鉄筋コンクリｰト造 鉄筋コンクリｰト造 鉄骨造 

21外装 ＰＣ版 ＰＣ版 ＰＣ版 タイル貼 タイル貼 ガラスカーテンウォール,タイル貼 

22備考   戸数８７戸 戸数１２８戸 戸数７４戸  

―
 ３

３
 ―

 



 名称 平成１７年度 平成１８年度 平成２５年度    

項目  ライオンズマンション岡山表町 岡山市本町８番地区再開発ビル 川崎医科大学附属川崎病院    

1 建築主 
㈱大京 大阪支店 
支店長 田嶋 猛 

岡山市本町８番地区市街地再開発組合 

理事長 大村 祐章 

学校法人川崎学園 

理事長 川﨑誠治 
   

2 設計 ㈱ＩＮＡ新建築研究 ㈱都市生活研究所 ㈱竹中工務店    

3 施工 ㈱鴻池組 広島支店  西松建設㈱中国支店 ㈱竹中工務店広島支店    

4 敷地場所 岡山市表町一丁目1番105 岡山市本町８番１０２他 岡山市北区中山下二丁目6番1    

5 敷地面積 １，４０９．３８㎡ ２，１１７．６８㎡ １２，０８９．４６㎡    

6 用途地域 商業地域（指定容積率６００％） 商業地域（指定容積率５００％） 商業地域（指定容積率５００％）    

7 防火地域 防火地域 防火地域 防火地域    

8 用途 共同住宅・店舗 
ホテル・共同住宅・物販店舗・飲

食店 
病院    

9 建築面積 ６９４．５８㎡ １，４１１．３７㎡ ５，６０３．８５㎡    

10建ぺい率 ４９．２８％  ６６．６４％ ４６．３５％    

11法定建ぺい率 １００％  ７０％（高度利用地区） １００％    

12公開空地実面積 

 有効公開空地 

４５７．６７㎡ 

６９６．０９㎡ 

 ３２２．８４㎡ 

 ４４１．２１㎡ 

３，６８３．４２㎡ 

２，６００．６６㎡ 
   

13延床面積 １４，０９１．２２㎡  １３，００９．４７㎡ ７８，３３４．８３㎡    

14容積対象床面積 １０，０００．１５㎡  １０，５７８．９５㎡ ６７，２７６．４０㎡    

15法定基準容積率 ６００％  ４８０％ ５００％    

16実施容積率 ７０９．５４％  ４９９．５５％ ５５６．４９％    

17駐車台数 

駐車台数 ７２台 

駐輪台数２０７台（バイク１０台） 

（敷地内） 

 駐車台数 １０６台 

 駐輪台数 １４２台 

駐車台数 ２８８台 

駐輪台数 ２６５台 
   

18規模 地上２３階 地下１階  地上１５階 地下１階  地下２階 地上１５階 塔屋２階    

19最高の高さ ７４．１ｍ  ５３．８ｍ ７３．６６ｍ    

20構造 鉄筋コンクリート  鉄筋コンクリート 鉄筋コンクリート造 一部鉄骨    

21外装 タイル貼り  タイル貼り タイル貼り    

22備考 戸数 １２０戸 客室数１３３室 住戸数６７戸     

 

―
 ３

４
 ―

 



                   

７ 建築協定認可状況 

認可番号 協定の名称 認可年月日 有効期間 協定代表者住所氏名 協定者数 協定区域の地名･地番 用途・防火区域 区域の面積 

1 益野南団地建築協定 S46.6.1 10年(期間満了) 岡山市西古松18-2  横山賢二  129人(143区画) 岡山市益野南団地 第1区画～第143区画 指定なし・指定なし 48,893㎡ 

2 川井南団地建築協定 S46.6.1 10年(期間満了) 岡山市築港新町9-36  市米英男  64人(76区画) 岡山市川井南団地 第1区画～第76区画 指定なし・指定なし 30,452㎡ 

3 殖産一宮団地建築協定 S48.2.20 10年(期間満了) 
岡山市蕃山町2番1号 

殖産住宅相互(株) 岡山支店長 室住春男 
3人(136区画) 岡山市一宮181他 指定なし・指定なし 38,378㎡ 

4 両備サニｰ福泊1次団地建築協定 S 48.10.20 10年(期間満了) 岡山市西市600  馬場久雄  84人(124区画) 岡山市福泊字東二反田11-2～11-100他 第1種住居専用・指定なし 34,351㎡ 

5 郡南平台住宅地建築協定  S 49.2.18 10年(期間満了) 
岡山市磨屋町IO番20号 

伊藤忠不動産KK岡山出張所長 伊藤寛 
9人(114区画) 岡山市郡902-7他 指定なし・指定なし 49,723㎡ 

6 

殖産乙多見団地建築協定 S 49.12.3 10年(期間満了) 
岡山市蕃山町2番1号 

殖産住宅相互(株) 岡山支店長 室住春男 
2人(28区画) 岡山市乙多見105-15他 住居地域・指定なし 9,125㎡ 

7 小柴工務店造り山ハイツ建築協定 S 50.3.12 10年(期間満了) 
岡山市今村233番地 

(株)小柴工務店代表取締役 小柴毅 
4人(180区画) 岡山市平山844他 指定なし・指定なし 55,875㎡ 

8 瀬戸パークハイツ建築協定 S 50.9.5 19年（期間満了） 

  

岡山市瀬戸町江尻、旭ヶ丘地内 指定なし・指定なし 241,360㎡ 

9 益野北団地建築協定 S 50.9.9 10年(期間満了) 
岡山市西大寺南2丁目1番7号 

西大寺農業協同組合 組合理事長 三宅繁男 
26人(102区画) 

岡山市大多羅町90-1他 

岡山市可知3丁目30-1他 
第1種住居専用・指定なし 30,400㎡ 

10 ハイライフ山崎建築協定 S 50.11.20 10年(期間満了) 
大阪市北区中之島6丁目6番地 

積水ハウス(株) 代表取締役 田鍋健 
2人(253区画) 岡山市山崎三の坪328番の2他 第1種住居専用・指定なし 75,000㎡ 

11 下電くろがね団地建築協定  S 51.7.15 10年(期間満了) 
岡山市磨屋町9番30号 

下電開発(株) 代表取締役 永山靖介 
53人(54区画) 岡山市鉄230-5他 住居地域・指定なし 16,354㎡ 

12 
両備サニｰ南古都小鳥の森団地建

築協定 
S 51.8.5 10年(期間満了) 

岡山市西大寺上1丁目1番50号 

両備バス(株)代表取締役 松田基 
19人(259区画) 岡山市南古都134-14他 住居地域・指定なし 83,150㎡ 

13 岡山市南古都(1次)建築協定 S 52.3.25 15年(期間満了) 
高知市追手筋1丁目6番9号 

関西不動産(株) 代表取締役 沢村拓夫 
89人(121区画) 

岡山市東平島1595-7他 

岡山市南古都440-6他 
住居地域・指定なし 40,766㎡ 

14 岡山市南古都(2次) 建築協定 S 52.3.25 15年(期間満了) 同上 18人(107区画) 岡山市南古都500-2他 住居地域・指定なし 27,066㎡ 

15 芳賀･佐山団地(1次)建築協定  S 53.4.12 10年(期間満了) 
岡山市表町1丁目4番68-301号 

岡山県住宅供給公社理事長 黒瀬剛 
1人(289区画) 

岡山市芳賀1117番の一部 

岡山市佐山795番の一部 
指定なし・指定なし 178,200㎡ 

―
 ３

５
 ―

 



                   

認可番号 協定の名称 認可年月日 有効期間 協定代表者住所氏名 協定者数 協定区域の地名･地番 用途・防火区域 区域の面積 

16 

 

殖産海吉陽光台団地建築協定 

  

S 54.3.28 10年(期間満了) 
岡山市蕃山町2番1号 

殖産住宅相互(株)岡山支店支店長 阿座上勝宏 
33人(97区画) 

岡山市海吉22-8他 

岡山市中川町847-4他 
指定なし・指定なし 30,059㎡ 

17 
三井ニュｰタウン妹尾｢希望ヶ丘｣

団地建築協定 
S 57.11.4 7年(期間満了) 

岡山市中山下2丁目18-9 

中鉄バス(株) 取締役社長 藤田正蔵 
42人(80区画) 岡山市妹尾字上寺1120-2他 住居地域・指定なし 16,970㎡ 

18 
東岡山レｰクタウン(1 次) 建築協

定  
S 58.11.7 10年(期間満了) 

東京都東久留米市学園町2丁目18-9 

東京多摩地所(株) 代表取締役.西井寔  
6人(518区画) 岡山市上道北方､中尾､沼地内 指定なし・指定なし 239,233㎡ 

19 芳賀･佐山団地(2次)建築協定  S 59.1.17 10年(期間満了) 
岡山市表町1丁目10番32号 

岡山県住宅供給公社理事長 長野士郎 
1人(507区画) 岡山市芳賀306-3他 指定なし・指定なし 172,573㎡ 

20 エスト岡山住宅団地建築協定  S 59.4.19 10年(期間満了) 
東京都港区赤坂1丁目2番7号 

鹿島建設(株) 取締役社長 鹿島昭一 
1人(165区画) 岡山市金岡東町3丁目1900-6他 住居地域・指定なし 44,706㎡ 

21 
東岡山レｰクタウン(2 次) 建築協

定 
S 61.5.17 10年(期間満了) 

東京都東久留米市学園町2丁目18-9 

東京多摩地所(株) 代表取締役 西井寔 
3人(463区画) 岡山市中尾､沼地内 指定なし・指定なし 189,656㎡ 

22 せのおニューシティ建築協定 H 2.10.18 10年(期間満了) 
岡山市西大寺上1丁目1番50号 

両備バス(株) 代表取締役 松田基 
3人(296区画) 岡山市東畦97-18他 第1種住居専用・指定なし 104,808㎡ 

 

23 出石小学校跡地整備事業 H17.11.10 15年 
岡山市大供一丁目1番1号 

岡山市長 高谷茂男  
2人 岡山市幸町10-101の一部，10-1001の一部 商業区域・指定あり 10,960㎡ 

 

―
 ３

６
 ―

 



4

1

1

1

◇建築物部門

1

313

◇街並み部門

17

◇街並み部門

4

1

7

1

◇建築物部門

3

1

合  計 163 83

◇まちなみ部門

10

◇奨励賞

1

◇特別賞 ◇まちかど部門

2 6

 その他 8 1

計 19 17

 医療施設

 店舗 1 1

1 0

 その他

計

 住宅

 美術館

 教育施設

 スポーツ施設

 住宅･共同住宅

 宿泊施設

 百貨店・店舗

 事務所・庁舎

 金融施設

 医療施設

 文化･コミュニティー施設

 研究所

◇すまい・ポイント賞 ◇すまい部門

9 15

13 7

142 49

3 1

14 4

4 0

11 3

13 5

2 0

16 1

15 7

6 5

39 14

◇優秀建築物 ◇建築物部門

6 2

景観まちづくり賞

平成21年～平成23年

８　岡山市景観まちづくり賞表彰状況

優秀建築物 まちづくり賞　　　　　　　　表彰種
別
 建築物用途 昭和47～平成7年 平成8～平成19年

景観まちづくり賞

平成24年

景観まちづくり賞

平成25年

◇建築物部門

1

1

1

3

◇街並み部門

0

3

※平成25年度までの表彰作品の用途別件数（平成20年度は、募集せず。）
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　平成25年度　岡山市景観まちづくり賞　受賞者等一覧表

部門 表彰対象物 所　在　地 用　途 建　築　主 設　計　者 施　工　者

北区内山下 信用金庫 おかやま信用金庫 株式会社竹中工務店広島支店

岡山駅西口ビル 北区駅元町 山陽SC開発株式会社 清水建設株式会社広島支店

東区西大寺南一丁目 三菱地所株式会社中国支店 株式会社竹中工務店広島支店

-
 3

８
 

岡山市景観まちづくり賞表彰状況

建
築
物
部
門

おかやま信用金庫　内山下ス
クエア（内山下支店）

ホテル・店舗・
駐車場

ジェイアール西日本コンサルタンツ
株式会社

物販店舗・駐車
場・スポーツク

ラブ

株式会社竹中工務店広島一級建
築士事務所

安藤忠雄建築研究所

西大寺グリーンテラス

 -
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○岡山市建築基準法施行条例 
平成１２年９月２２日 

市条例第１１８号 
 

(目的) 
第1条 この条例は，建築基準法(昭和25年法律第201号。以下「法」という。)第39条，第40条，第43
条第2項及び第56条の2第1項並びに建築基準法施行令(昭和25年政令第338号。以下「政令」という。)
第30条第2項の規定に基づき，災害危険区域の指定，建築物の敷地，構造等に関する制限の附加，

建築物の敷地と道路との関係に関する制限の附加及び日影による中高層の建築物の高さの制限に関

する指定について必要な事項を定めることにより，法と一体的な運用を図り，もって法第1条の趣

旨を実現することを目的とする。 
(災害危険区域の指定及び建築制限) 

第2条 法第39条第1項に規定する災害危険区域は，急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

(昭和44年法律第57号)第3条第1項の規定に基づき指定された急傾斜地崩壊危険区域内で，急傾斜地

の崩壊による危険の著しい区域として市長が別に指定した区域とする。 
2 前項の災害危険区域内においては，住居の用に供する建築物を建築してはならない。ただし，市

長が別に定める技術的基準に適合する擁壁の設置等により，当該建築物の安全上支障がないと市長

が認めた場合は，この限りでない。 
(特殊建築物のくみ取便所の便槽) 

第3条 学校，病院，劇場，映画館，演芸場，観覧場，ホテル又は旅館の用途に供する特殊建築物の

くみ取便所の便槽は，政令第31条に規定する改良便槽としなければならない。 
(袋路状敷地の建築制限) 

第4条 地階を除く階数が3以上の建築物は，その幅員が4メートル未満の路地状部分のみによって道

路に接する袋路状の敷地に建築してはならない。ただし，法別表第1(い)欄に掲げる特殊建築物の用

途に供する建築物以外の建築物で，地階を除く階数が3の建築物については，政令第126条の6及び

第126条の7に規定する非常用の進入口等が道路から20メートル以内の距離に消防活動上有効に設

置されていることにより，避難の安全上支障がない場合は，この限りでない。 
2 法第43条第1項ただし書の許可に係る建築基準法施行規則(昭和25年建設省令第40号。以下「規則」

という。)第10条の2第1号，第2号及び第3号に定める空地，農道その他これに類する公共の用に供

する道及び通路は，前項にいう道路とみなす。 
(特殊建築物等の敷地と道路との関係) 

第5条 次の各号のいずれかに定める建築物の敷地は，法第42条第1項各号に規定する道路(以下この

条及び次条において「第1項道路」という。)に接しなければならない。ただし，法第43条第1項た

だし書の許可(規則第10条の2第3号の通路にあっては，敷地と第1項道路又は同条第2号に規定する

農道その他これに類する公共の用に供する道との間に河川等が存在する場合に限る。以下同じ。)
を受けたとき又は，市長が避難又は通行の安全上支障がないと認めたときは，この限りでない。 
(1) 法別表第1(い)欄に掲げる用途に供する特殊建築物で，その用途に供する部分の床面積の合計

(同一敷地内に2以上の建築物がある場合においては，各建築物のその用途に供する部分の床面積

の合計)が500平方メートルを超えるもの 
(2) 階数が3以上で，延べ面積が500平方メートルを超えるもの 
(3) 政令第116条の2に定める窓その他の開口部を有しない居室を有する建築物で，延べ面積が500
平方メートルを超えるもの 

(4) 延べ面積(同一敷地内に2以上の建築物がある場合においては，その延べ面積の合計)が1,000平
方メートルを超えるもの 

2 前項各号に定める建築物(以下「特殊建築物等」という。)の敷地が第1項道路に接する部分の長さ

は，次の各号の定めるところによらなければならない。ただし，建築物の周囲に広い空地がある場
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合その他周囲の状況により市長が避難の安全上支障がないと認めた場合は，この限りでない。 
(1) 劇場，映画館，演芸場，観覧場若しくは延べ面積が1,000平方メートルを超える公会堂若しく

は集会場(以下「劇場等」という。)又は店舗(物品販売業又は飲食店の用途に供する建築物で，そ

の用途に供する部分の床面積の合計が1,500平方メートルを超えるものに限る。以下同じ。)にあっ

ては，その敷地境界線の延長の6分の1以上 
(2) 前号に規定する建築物以外の特殊建築物等にあっては，3メートル以上 

3 劇場等又は店舗には，主要出入口を第1項道路に面して設け，かつ，その前面に次の各号に定める

奥行(建築物の主要出入口と当該前面道路の境界線との水平距離をいう。)を有する空地を設けなけ

ればならない。ただし，建築物の周囲に広い空地がある場合その他周囲の状況により，市長が避難

の安全上支障がないと認めた場合は，この限りでない。 
(1) 客席又は集会室の床面積の合計が200平方メートル以下の劇場等にあっては，2メートル以上 
(2) 客席又は集会室の床面積の合計が200平方メートルを超え，500平方メートル以下の劇場等に

あっては，3メートル以上 
(3) 客席又は集会室の床面積の合計が500平方メートルを超える劇場等にあっては，5メートル以上 
(4) 店舗にあっては，2メートル以上 

4 前3項の規定は，法第86条又は第86条の2の認定を受けた区域については適用しない。 
(自動車車庫の敷地と道路との関係) 

第6条 床面積の合計が300平方メートルを超える自動車車庫を有する建築物の敷地における自動車

の出入口は，次の各号のいずれかに該当する部分に接して設けてはならない。ただし，警報装置そ

の他の交通安全設備の設置等により，市長が通行の安全上支障がないと認めた場合は，この限りで

ない。 
(1) 第1項道路以外の道の部分 
(2) 道路の交差点若しくは曲がり角(内角120度を超えるものを除く。)，横断歩道又は横断歩道橋(地
下横断歩道を含む。)の昇降口から5メートル以内の部分 

(3) 勾配が12パーセントを超える急坂の部分 
(4) 道路上に設ける電車停留所若しくは引き返し場，安全地帯，橋詰め又は踏切から10メートル以

内の部分 
(5) 都市公園(都市公園法(昭和31年法律第79号)第2条第1項に定めるものをいう。)，小学校，幼稚

園，保育所その他これらに類する施設の主要出入口から20メートル以内の部分 
2 前項の建築物の敷地が第1項道路に接する部分の長さは，4メートル以上でなければならない。た

だし，法第43条第1項ただし書の許可を受けたとき又は，市長が通行の安全上支障がないと認めた

ときは，この限りでない。 
3 前2項の規定は，法第86条又は第86条の2の認定を受けた区域については適用しない。 

(日影による中高層の建築物の高さの制限に係る対象区域等の指定) 
第7条 法第56条の2第1項の規定に基づき，日影による中高層の建築物の高さの制限に係る対象区域

として指定する区域並びにそれぞれの区域についての平均地盤面からの高さ及び生じさせてはなら

ない日影時間として法別表第4(は)欄の各項に掲げる高さ及び(に)欄の各号のうちから指定するもの

は，それぞれ次の表に掲げるとおりとする。 
対象区域 平均地盤面からの高さ 日影時間 

第一種低層住居専用地域又は第二種低

層住居専用地域 
1.5メートル (2) 

第一種中高層住居専用地域又は第二種

中高層住居専用地域 
4.0メートル (2) 

第一種住居地域，第二種住居地域又は

準住居地域 
4.0メートル (2) 

(適用除外) 
第8条 法第3条第2項の規定によりこの条例の規定の適用を受けない建築物，建築物の敷地又は建築
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物若しくはその敷地の部分(法第3条第3項第1号，第2号及び第5号に定めるものを除く。)について，

増築，改築，大規模の修繕又は大規模の模様替をする場合においては，当該建築物又は建築物の敷

地の状況により，第3条から第6条までの規定を適用することが著しく合理性を欠くと市長が認めた

ときは，法第3条第3項の規定にかかわらず，第3条から第6条までの規定は適用しない。 
2 法第85条第5項に規定する仮設建築物については，第3条から前条までの規定は適用しない。 
 

附 則 
この条例は，平成12年9月29日から施行する。 

附 則(平成13年市条例第45号) 
この条例は，公布の日から施行する。 

附 則(平成15年市条例第16号) 
この条例は，公布の日から施行する。 

附 則(平成18年市条例第22号) 
この条例は，公布の日から施行する。 
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○岡山市建築基準法施行細則 
昭和48年6月25日 

市規則第56号 
岡山市建築基準法施行細則(昭和43年市規則第39号)の全部を改正する。 
 
(趣旨) 

第1条 この規則は，建築基準法(昭和25年法律第201号。以下「法」という。)，建築基準

法施行令(昭和25年政令第338号。以下「政令」という。)，建築基準法施行規則(昭和25
年建設省令第40号。以下「省令」という。)及び岡山市建築基準法施行条例(平成12年市

条例第118号。以下「施行条例」という。)の施行について必要な事項を定めるものとす

る。 
 

(連署人及び代表者) 
第2条 法，政令，省令，施行条例又はこの規則により申請又は届出をする者が未成年者

又は成年被後見人である場合においては法定代理人又は成年後見人，被保佐人である場

合においては保佐人の連署を必要とする。 
2 法，政令，省令，施行条例又はこの規則により許可，認定，指定(以下「許可等」とい

う。)，承認，判定，検査又は確認の申請及び計画通知の手続を建築主に代つてしようと

するときは，当該申請書に建築主の委任状を添えなければならない。 
3 法，政令，省令，施行条例又はこの規則により申請又は届出をする者が法人である場

合においては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名を記載しなければな

らない。 
 
第3条及び第4条 削除 
 

(許可等申請) 
第5条 法の規定による許可又は認定(法第86条から第86条の5までの規定による許可又は

認定を除く。)を受けようとする者は，省令に規定する申請書の正本及び副本に，それぞ

れ省令に規定する図書，別表1に掲げる図書並びに工場及び作業場，危険物の貯蔵又は処

理の用途に供する建築物にあつては，工場等調書(様式第2号)を添えて市長に申請しなけ

ればならない。 
2 法第57条の2第1項の規定による指定を受けようとする者，法第57条の3の規定による指

定の取消しを受けようとする者，法第86条第1項若しくは第2項の規定による認定を受け

ようとする者，法第86条第3項若しくは第4項の規定による許可を受けようとする者，法

第86条の2第2項の規定による許可を受けようとする者又は法第86条の5第1項の規定に

よる認定若しくは許可の取消しをしようとする者は，省令に規定する申請書の正本，副

本及び別表1に掲げる図書又は書面に，別表2の(あ)，(い)及び(う)を添えて市長に申請し

なければならない。 
3 法第86条の2第1項の規定による認定を受けようとする者又は法第86条の2第3項の規定

による許可を受けようとする者は，省令に規定する申請書の正本，副本及び別表1に掲げ

る図書又は書面に，別表2の(あ)及び(い)を添えて市長に申請しなければならない。 
4 施行条例第5条第1項ただし書，第2項ただし書若しくは第3項ただし書又は第6条第1項
ただし書若しくは第2項ただし書の適用除外の認定を受けようとする者は，認定申請書

(様式第2号の2)の正本及び副本に，それぞれ別表1に掲げる図書を添えて市長に申請しな

ければならない。 
5 市長は，許可等のため特に必要と認める場合においては，前各項に規定する図書のほ



 - 43 - 

か参考となる図書を添付させることができる。 
6 第1項から第4項までの許可等又は許可等の取消しを受けた後でなければ，法第6条第1
項の規定による確認又は法第18条第2項の規定による計画通知(以下「確認等」という。)
を要する建築物については，確認申請又は計画通知をすることができない。 

7 市長は，第1項から第3項までの規定による許可等をしようとするときは省令の規定に

よる通知書を，第4項の規定による認定をしようとするときは認定通知書(様式第2号の3)
を許可等申請書の副本に添えて，申請者に通知するものとする。 

 
(変更及び取りやめ等) 

第6条 許可等を受けた者が当該工事を完了する前において，その申請書又は添付図書の

内容(前条の変更を除く。)を変更しようとする場合は，各通知書を添えて改めて許可等

を受けなければならない。ただし，その変更が既に許可等を受けた事項の範囲内である

と市長が認めたときは，この限りでない。 
2 許可等又は確認等を受けた者が当該申請に係る計画を取りやめようとするときは，許

可等又は確認等の通知書を添えて取りやめ届(様式第3号)を，許可等又は確認申請若しく

は計画通知した者が許可等又は確認等を受ける前に当該申請書を取り下げようとすると

きは，取下げ届(様式第4号)を市長又は建築主事，若しくは所定の様式により指定確認検

査機関に提出しなければならない。 
3 指定確認検査機関は，前項の届出の提出を受けたときは，その旨を市長に報告しなけ

ればならない。 
 

(名義等変更の届出) 
第7条 許可等又は確認等を受けた者が当該工事を完了する前において，次の各号のいず

れかに該当する内容の変更をしようとするときは，名義等変更届(様式第5号)を市長又は

建築主事，若しくは所定の様式により指定確認検査機関に提出しなければならない。 
(1) 建築主の住所又は氏名の変更 
(2) 工事監理者の住所又は氏名の変更 
(3) 工事施工者の住所又は氏名の変更 

2 指定確認検査機関は，前項の届出の提出を受けたときは，その旨を市長に報告しなけ

ればならない。 
 

(工事監理者等の決定の届出) 
第8条 法第5条の4第2項の規定により工事監理者を定めなければならない建築物につい

て，確認申請書又は計画通知書を提出する際に工事監理者又は工事施工者が未定の場合

は，工事着手前に工事監理者又は工事施工者を決定し工事監理者・工事施工者決定届出

書(様式第6号)を建築主事，若しくは所定の様式により指定確認検査機関に提出しなけれ

ばならない。 
2 指定確認検査機関は，前項の届出の提出を受けたときは，その旨を市長に報告しなけ

ればならない。 
 

(確認等の取消し) 
第9条 許可等又は確認申請書若しくは計画通知書に虚偽の記載をして，許可等又は確認

等を受けたことが判明した場合においては，市長はその許可等を，建築主事はその確認

等を取り消すことができる。 
 

(関係図書の提出) 
第10条 省令第1条の3第7項の規定により，施行条例第2条第2項ただし書，第4条第1項た
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だし書，第5条第1項ただし書，第2項ただし書及び第3項ただし書，第6条第1項ただし書

及び第2項ただし書並びに第8条第1項の規定の適用を受けようとする者は，市長が必要

と認める関係図書を提出しなければならない。 
2 前項に掲げるもののほか，市長又は建築主事は，法，政令，省令又は施行条例の規定

に適合するものであることについての確認をするため特に必要があると認める図書の提

出を求めることができる。 
 

(特殊建築物の指定及び定期報告) 
第11条 法第12条第1項の規定により市長が指定する特殊建築物は，次の各号に掲げるも

のとする。 
(1) 劇場，映画館又は演芸場の用途に供する建築物で，その用途に供する部分の床面積

の合計が200平方メートルを超えるもの 
(2) 観覧場，公会堂又は集会場の用途に供する建築物で，その用途に供する部分の床面

積の合計が500平方メートル(屋外観覧席にあつては1,000平方メートル)を超えるもの 
(3) 病院，診療所(患者の収容施設があるものに限る。)，児童福祉施設等，旅館又はホ

テルの用途に供する建築物で，その用途に供する部分の床面積の合計が600平方メー

トルを超えるもの又は3階以上の階をその用途に供するもの 
(4) 百貨店，マーケット，展示場，キャバレー，カフェー，ナイトクラブ，バー，ダン

スホール，遊技場，公衆浴場(個室付浴場業に限る。)，待合，料理店，飲食店又は物

品販売業を営む店舗(床面積が10平方メートル以内のものを除く。)の用途に供する建

築物で，階数が3以上で，かつ，その用途に供する部分の床面積の合計が500平方メー

トルを超えるもの又はその用途に供する部分の床面積の合計が1,000平方メートルを

超えるもの 
(5) 地下街の用途に供する建築物で，その用途に供する部分の床面積の合計が1,500平
方メートルを超えるもの 

2 法第12条第1項の規定による報告は，省令第5条第3項の報告書及び定期調査報告概要書

に同項の調査結果表及び次の表に掲げる書類を添えてするものとする。 
種類 明示すべき事項 

附近見取図 方位，道路及び目標となる地物など 
配置図 縮尺，方位，敷地境界線，敷地内の建築物の用途，報告

に係る建築物とその他の建築物との別，土地の高低，敷

地周囲の道路など 
各階平面図 間取り，各室の用途，防火区画及び防火戸の位置，避難

設備の位置など 
その他必要図書   

 
3 省令第5条第1項の規定による報告の時期は，次の各号に掲げる建築物の区分に応じ当

該各号に定める時期とする。 
(1) 第1項第1号，第2号及び第3号に掲げる建築物の報告の時期は，昭和54年以後3年ご

との年の4月1日から12月31日までとし，かつ，前回報告した日から3年を超えない日

とする。 
(2) 第1項第4号及び第5号に掲げる建築物の報告の時期は，昭和54年以後2年ごとの年の

4月1日から12月31日までとし，かつ，前回報告した日から2年を超えない日とする。 
4 法第12条第1項の規定による報告に係る事項は，当該報告の日前3月以内に調査したも

のでなければならない。 
5 省令第5条第3項の報告書及び調査結果表並びに第2項の表に掲げる書類の提出部数は，

正副2通とし，定期調査報告概要書の提出部数は，1通とする。 
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(建築設備の指定及び定期報告) 
第12条 法第12条第3項の規定により市長が指定する建築設備は，次の各号に定めるもの

とする。 
(1) 建築物に附属するエレベーター及びエスカレーター(いずれも一戸建て等の個人住

宅に設置されたもの及び労働基準法(昭和22年法律第49号)別表第1号から第5号までに

掲げる事業の用に供される建築物の作業場の部分において，専ら生産過程の一部とし

て原材料，製品等の運搬の用途に供されるもの(専ら生産又は搬送の作業に従事する者

が運搬のために乗り込むものを含む。)で積載荷重が9800ニュートン以上のものを除

く。) 
(2) 前条第1項に掲げる建築物に設けた換気設備(法第28条第2項ただし書又は同条第3
項の規定に基づき設けた換気設備に限る。)，排煙設備(法第35条に規定する排煙設備

で，排煙機又は送風機を設けたものに限る。)及び法第35条に規定する非常用の照明装

置 
(3) 乗用エレベーター又はエスカレーターで観光のためのもの(一般交通の用に供する

ものを除く。) 
(4) ウォーターシュート，コースターその他これらに類する高架の遊戯施設 
(5) メリーゴーラウンド，観覧車，オクトパス，飛行塔その他これらに類する回転運動

をする遊戯施設で原動機を使用するもの 
2 法第88条第1項の規定において準用する法第12条第3項の規定により市長が指定する昇

降機等は，前項第1号及び第3号から第5号までに掲げるものとする。 
3 法第12条第3項の規定による報告は，省令第6条第3項の報告書及び定期検査報告概要書

に同項の検査結果表を添えてするものとする。 
4 省令第6条第1項の規定による報告の時期は，毎年4月1日から翌年の3月31日までの間で

あり，かつ，前回報告した日から1年を超えない日とする。ただし，第1項第2号に掲げ

る建築設備(非常用の照明装置を除く。)については，当該建築設備が設けられた前条第1
項に掲げる建築物の種類に従い，同条第3項に定める時期とする。 

 
(道路の位置の指定，変更又は廃止) 

第13条 法第42条第1項第5号に規定する道路の位置の指定を受けようとする者は，道路の

位置の指定(変更，廃止)申請書(様式第7号)の正本及び副本に省令第9条に規定する図書を

添え市長に提出しなければならない。 
2 前項の申請書には，承諾した者の印鑑証明書及び承諾した者が当該土地又は建築物若

しくは工作物に関して権利を有することを証する書類を添付しなければならない。 
3 法第42条第1項第5号に規定する道路としての位置の指定を受けたもの(以下「指定道

路」という。)の位置を変更し又は廃止しようとする場合は，前2項及び省令第10条の規

定を準用する。ただし，市長が変更又は廃止に係る審査に必要がないと認めた図書につ

いては省略することができる。 
4 法第42条第1項第5号に規定する道路の位置の指定を受けた者又は道路の位置の変更の

承認を受けた者は，6センチメートル角以上で長さ45センチメートル以上のコンクリー

ト又はこれに類するもので造った標ぐいでその位置を表示しなければならない。ただし，

側溝その他の永久構造物によりその位置が明らかな場合は，この限りでない。 
 

(道路等に関する事業の施行区域内における指定道路の廃止) 
第14条 道路法(昭和27年法律第180号)第18条の規定による供用開始がなされた道路の区

域内に存在する指定道路は，当該区域内に存在する部分に限り，前条の規定にかかわら

ず，廃止されたものとみなす。 
2 市長は，前項の規定によりその全部又は一部が廃止された指定道路に係る部分で，特
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に残存する必要がないと認めるものについては，前条の規定にかかわらず，廃止するこ

とができる。 
3 市長は，土地区画整理法(昭和29年法律第119号)による土地区画整理事業の施行地区の

区域内又は都市計画法(昭和43年法律第100号)第29条第1項の規定による開発許可を受

けた開発区域内に存在する指定道路で，特に残存する必要がないと認めるものについて

は，前条の規定にかかわらず，廃止することができる。 
4 市長は，第1項の規定により指定道路の全部又は一部が廃止されたとみなされた場合又

は前2項の規定により指定道路の全部又は一部を廃止した場合には，その旨を公告しなけ

ればならない。 
 

(道路とみなす道) 
第15条 法第42条第2項の規定により，市長が指定する道は，都市計画区域内における法

第3章の規定が適用されるに至つた際現に建築物が立ち並んでいる幅員4メートル(法第

42条第1項の規定により指定された区域内においては6メートル)未満，1.8メートル以上

の道とする。 
 

(建ぺい率の緩和) 
第16条 法第53条第3項第2号の規定により，市長が指定する街区の角にある敷地又はこれ

に準ずる敷地は，次の各号に掲げるものとする。 
(1) 街区の角(内角120度以内で交わる角地をいう。)にある敷地で道路(現に幅員がそれ

ぞれ4メートル以上のもの。以下この条において同じ。)の幅員の合計が12メートル以

上あり，かつ当該道路に接する長さの合計がその周囲の長さの3分の1以上あるもの 
(2) 2以上の道路に接する敷地(街区の角にあるものを除く。)で道路の幅員の合計が12
メートル以上あり，かつ当該道路に接する長さの合計がその周囲の長さの3分の1以上

あるもの 
(3) 直接又は道路を隔てて公園，広場，緑地，河川，沼沢又はこれらに類するものに接

する敷地で前2号に準ずるもの 
 
(総合設計制度) 

第17条 法第59条の2第1項の規定による許可の適用対象地域は，商業地域又は近隣商業地

域(都市計画において定められた容積率が30／10以上の地域に限る。)とする。 
2 建築物の容積率及び各部分の高さの上限に関する許可の基準は，市長が別に定める。 
3 政令第136条第3項ただし書の規定により市長が同項の表(ろ)欄に掲げる数値によるこ

とが不適当であると認めて定める敷地面積の規模は，次のとおりとする。 
用途地域 面積 

商業地域 750平方メートル 
 

(一団地の総合的設計制度及び連担建築物設計制度) 
第18条 法第86条から第86条の6の規定による認定又は許可の適用対象地域及び区域面積

の規模は，次の各号に掲げるものとする。 
(1) 法第86条第1項の認定適用対象地域は岡山市全域とし，法第86条第1項及び第3項の

規定により一の敷地とみなすこと等による制限の特例を受ける区域(以下「一団地の区

域の区域面積」という。)は政令第136条第3項表(ろ)欄の面積とする。 
(2) 法第86条第2項の認定適用対象地域は，法第86条第2項及び第4項の規定により一の

敷地とみなすこと等による制限の特例を受ける区域(以下「一定の一団の土地の区域」

という。)が商業地域又は近隣商業地域(都市計画において定められた容積率が，30／
10以上の区域に限る。)とし，区域面積は750平方メートル以上とする。 
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(3) 法第86条第3項及び第4項の許可適用対象地域は，一団地の区域又は一定の一団の土

地の区域が商業地域又は近隣商業地域(都市計画において定められた容積率が，30／10
以上の区域に限る。)とし，政令第136条の12第2項の規定により，読み替えて適用さ

れる政令第136条第3項ただし書の規定により市長が同項の表(ろ)欄に掲げる数値によ

ることが不適当であると認めて定める区域面積の規模は，次のとおりとする。 
用途地域 面積 

近隣商業地域 1,000平方メートル 
商業地域 750平方メートル 

 
2 建築物の容積率及び各部分の高さの上限に関する認定及び許可の基準は，市長が別に

定める。 
 

(建築物の後退距離の算定の特例) 
第19条 政令第130条の12第5号の規定により市長が定める建築物の部分は，当該敷地内の

建築物の一部で，法第44条第1項第4号の規定による許可を受けた公共用歩廊その他政令

第145条第2項に定める建築物に接続する部分とする。 
 

(道路面と敷地の地盤面とに著しく高低差のある場合) 
第20条 政令第135条の2第2項の規定により建築物の敷地の地盤面が前面道路より3メー

トル以上高く，かつ土地の状況その他により安全上支障がない場合においては，その前

面道路は，敷地の地盤面と前面道路との高低差から2メートルを減じたものだけ高い位置

にあるものとみなす。 
 

(垂直積雪量) 
第21条 政令第86条第3項の規定により市長が定める垂直積雪量は，次の式により算定し

た数値とする。 
垂直積雪量(単位メートル)＝(標高(単位メートル)－2.0)×0.0004＋0.26 
 

(法第22条の規定に基づく指定区域) 
第22条 法第22条の規定により指定する区域は，都市計画区域内で防火地域及び準防火地

域を除く岡山市全域とする。 
 

(し尿浄化槽を設ける区域のうち衛生上特に支障があると認める区域の指定) 
第23条 政令第32条第1項の表に掲げる特定行政庁が衛生上特に支障があると認めて指定

する区域は，下水道法(昭和33年法律第79号)第4条第1項の規定により定められた事業計

画において，法第6条第1項の確認の申請の日から2年以内に下水道法第2条第8号に規定

する処理区域に予定されている区域を除く岡山市全域とする。 
 

(住宅の容積率緩和の規定を適用しない区域) 
第24条 法第52条第8項第1号の規定により，市長が岡山市都市計画審議会の議を経て指定

する区域は，第1種住居地域，第2種住居地域，準住居地域，準工業地域，近隣商業地域，

商業地域とする。ただし，旧灘崎町及び旧瀬戸町の区域を除く。 
 

(住宅の容積率緩和の規定を適用する区域等) 
第25条 法第52条第8項第1号の規定により，都市計画審議会の議を経て指定する区域は，

旧灘崎町及び旧瀬戸町の区域内の，第1種住居地域，第2種住居地域，準住居地域，準工

業地域，近隣商業地域及び商業地域とする。 
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2 法第52条第8項の規定により別に定めた数値は，次のとおりとする。 
Vr＝Vc×［1＋｛〔3／(3－R)－1〕×0.4｝］ 
この式においてVr，Vc及びRは，それぞれ次の数値を表すものとする。 
Vr 法第52条第8項に規定する別に定めた数値 
Vc 建築物がある用途地域に関する都市計画において定められた容積率 
R 建築物の住宅の用途に供する部分の床面積の合計のその延べ面積に対する割合。

ただし，住宅の用途に供する部分の床面積の合計の延べ面積に対する割合が4分の1
未満の場合は0とする。 

 
(用途地域の指定のない区域の容積率，建ぺい率及び建築物の各部分の高さ) 

第26条 法第52条第1項第6号，法第53条第1項第6号，法第56条第1項第1号及び法別表第3
第5号(に)欄並びに法第56条第1項第2号二に規定する，特定行政庁が都市計画審議会の議

を経て定める数値は，次の各号に掲げるものとする。 
(1) 建築基準法第52条第1項第6号に規定する数値 20／10 

ただし，旧灘崎町及び旧瀬戸町の区域は10／10とする。 
(2) 建築基準法第53条第1項第6号に規定する数値 6／10 

ただし，市道高松稲荷12号線地先(高松稲荷481番地)から市道高松稲荷7号線地先(高
松稲荷681番地)までの市道高松稲荷高松線(高松稲荷参道)の道路境界から30mの区域

内は7／10とし，旧灘崎町の区域は5／10とする。 
(3) 建築基準法第56条第1項第1号及び同法別表第3第5号(に)欄に規定する数値 1.5 
(4) 建築基準法第56条第1項第2号二に規定する数値 2.5 
 
(磁気ディスク等で手続ができる区域) 

第27条 法施行規則第11条の3の規定により，磁気ディスク等で手続ができる区域は，岡

山市全域とする。 
 

附 則 
(施行期日) 

1 この規則は，昭和48年7月1日から施行する。 
(用途地域等に関する経過措置) 

2 この規則の施行の際，現に建築基準法の一部を改正する法律(昭和45年法律第109号。

以下「改正法」という。)附則第13項の規定による改正前の都市計画法(昭和43年法律第

100号)第2章の規定による都市計画において定められている用途地域に関しては，改正法

の施行の日(昭和46年1月1日)から起算して3年を経過する日までの間は，この規則による

改正前の岡山市建築基準法施行細則は，なおその効力を有する。ただし，3年を経過する

日以前に改正法附則第13項の規定による改正後の都市計画法第2章の規定により，当該

都市計画について用途地域が決定されたときは，この限りでない。 
 

附 則(昭和51年市規則第9号) 
この規則は，昭和51年4月1日から施行する。 

附 則(昭和52年市規則第67号) 
この規則は，昭和52年12月1日から施行する。 

附 則(昭和53年市規則第7号) 
この規則は，昭和53年4月1日から施行する。 

附 則(昭和54年市規則第7号) 
この規則は，昭和54年4月1日から施行する。 

附 則(昭和56年市規則第1号) 
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この規則は，昭和56年4月1日から施行する。 
附 則(昭和57年市規則第6号) 

この規則は，昭和57年4月1日から施行する。 
附 則(昭和59年市規則第16号) 

この規則は，昭和59年4月1日から施行する。 
附 則(昭和61年市規則第70号) 

この規則は，昭和62年1月1日から施行する。 
附 則(昭和62年市規則第88号の2) 

この規則は，昭和62年11月16日から施行する。 
附 則(昭和63年市規則第1号) 

この規則は，昭和63年2月1日から施行する。 
附 則(平成元年市規則第8号) 

この規則は，平成元年4月1日から施行する。 
附 則(平成2年市規則第11号) 

この規則は，平成2年4月1日から施行する。 
附 則(平成5年市規則第15号) 

この規則は，平成5年4月1日から施行する。 
附 則(平成5年市規則第58号) 

(施行期日) 
1 この規則は，平成5年6月25日から施行する。 

(用途地域に関する経過措置) 
2 この規則の施行の際，現に都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律(平成4年法

律第82号。以下「改正法」という。)第1条の規定による改正前の都市計画法(昭和43年法

律第100号)第2章の規定により定められている都市計画区域内の用途地域に関しては，改

正法附則第4条の規定が適用される間は，この規則による改正前の岡山市建築基準法施行

細則は，なおその効力を有する。 
附 則(平成6年市規則第132号) 

この規則は，平成6年9月1日から施行する。 
附 則(平成8年市規則第88号) 

この規則は，公布の日から施行する。 
附 則(平成11年市規則第121号) 

この規則は，公布の日から施行し，同日前に申請のあつた許可等又は確認の申請につい

ては，なお従前の例による。 
附 則(平成12年市規則第64号) 

この規則は，平成12年4月1日から施行する。 
附 則(平成12年市規則第176号) 

この規則は，平成12年9月29日から施行する。 
附 則(平成12年市規則第196号) 

この規則は，平成13年1月6日から施行する。 
附 則(平成13年市規則第165号) 

この規則は，公布の日から施行する。 
附 則(平成14年市規則第106号) 

この規則は，平成14年5月1日から施行する。 
附 則(平成15年市規則第26号) 

この規則は，公布の日から施行する。 
附 則(平成16年市規則第30号) 

(施行期日) 
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1 この規則は，平成16年4月1日から施行する。 
(建築確認事務等手数料の減免に関する経過措置) 

2 土地区画整理法(昭和29年法律第119号)，都市計画法(昭和43年法律第100号)，都市再開

発法(昭和44年法律第38号)に基づく事業その他の公共事業の施行により移転されるもの

のうち，この規則の施行前に締結された当該移転に関する補償契約に係るものについて

は，この規則による改正後の第3条の規定にかかわらず，平成17年3月31日までの間は，

当該事業より補償の対象となった建築物の延べ床面積から算出された確認事務等手数料

の額で，確認事務等手数料として補償されなかった額を減額又は免除することができる。 
附 則(平成17年市規則第174号) 

この規則は，平成17年3月22日から施行する。 
附 則(平成18年市規則第76号) 

この規則は，公布の日から施行する。 
附 則(平成18年市規則第290号) 

この規則は，平成19年1月22日から施行する。 
附 則(平成19年市規則第283号) 

この規則は，建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律(平
成18年法律第91号)の施行の日から施行する。 

附 則(平成19年市規則第308号) 
この規則は，公布の日から施行する。 

附 則(平成21年市規則第29号) 
この規則は，平成21年4月1日から施行する。 

附 則(平成21年市規則第138号) 
この規則は，平成21年6月4日から施行する。 

附 則(平成22年市規則第164号) 
この規則は，平成23年4月1日から施行する。 

 
 
※別表・様式省略 
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○岡山市建築関係事務手数料条例 
平成12年3月22日 

市条例第16号 
 

(趣旨) 
第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第227条の規定により徴収する建築基準法(昭和

25年法律第201号。以下「法」という。)，長期優良住宅の普及の促進に関する法律(平成

20年法律第87号) 及び都市の低炭素化の促進に関する法律(平成24年法律第84号)に基づ

く確認，計画通知，判定，検査，許可，承認，認定及び指定(以下「確認等」という。)
並びに建築関係書類の証明及び交付の事務に関する手数料については，別に定めるもの

を除くほか，この条例の定めるところによる。 
 

(手数料の納付) 
第2条 法及び長期優良住宅の普及の促進に関する法律及び都市の低炭素化の促進に関す

る法律に基づく確認等並びに建築関係書類の証明及び交付の申請をしようとする者は，

次条から第13条までに規定する手数料を納付しなければならない。この場合において，

当該手数料の額は，特別の計算単位の定めのあるものについてはその計算単位につき，

その他のものについては1件につき，それぞれ当該各条に定める額とする。 
 

(建築物に関する確認申請手数料及び計画通知手数料) 
第3条 法第6条第1項及び法第18条第2項(法第87条第1項において準用する場合を含む。)
の規定による建築物に関する確認の申請及び計画通知に対する審査手数料の額は，次の

各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 
(1) 床面積の合計が30平方メートル以内のもの 
ア 構造計算書のあるもの 9,000円 
イ 構造計算書のないもの 6,000円 

(2) 床面積の合計が30平方メートルを超え，100平方メートル以内のもの 
ア 構造計算書のあるもの 14,000円 
イ 構造計算書のないもの 12,000円 

(3) 床面積の合計が100平方メートルを超え，200平方メートル以内のもの 
ア 構造計算書のあるもの 22,000円 
イ 構造計算書のないもの 20,000円 

(4) 床面積の合計が200平方メートルを超え，500平方メートル以内のもの 
ア 構造計算書のあるもの 34,000円 
イ 構造計算書のないもの 28,000円 

(5) 床面積の合計が500平方メートルを超え，1,000平方メートル以内のもの 51,000
円 

(6) 床面積の合計が1,000平方メートルを超え，2,000平方メートル以内のもの 73,000
円 

(7) 床面積の合計が2,000平方メートルを超え，10,000平方メートル以内のもの 

194,000円 
(8) 床面積の合計が10,000平方メートルを超え，50,000平方メートル以内のもの 

337,000円 
(9) 床面積の合計が50,000平方メートルを超えるもの 552,000円 

2 前項の床面積の合計は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当該各号に定める面積



 - 52 - 

について算定する。 
(1) 建築物を新築し，増築し，又は改築する場合 当該建築に係る部分の床面積 
(2) 確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を新築し，増築し，又は改築する場合 

当該計画の変更に係る部分の床面積の2分の1(床面積の増加する部分にあっては，当該

増加する部分の床面積) 
(3) 建築物を移転し，大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし，又は用途を変更する

場合(次号に掲げる場合を除く。) 当該移転，大規模の修繕，大規模の模様替又は用

途の変更に係る部分の床面積の2分の1 
(4) 確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を移転し，大規模の修繕若しくは大規

模の模様替をし，又は用途を変更する場合 当該計画の変更に係る部分の床面積の2
分の1 

 
(構造計算適合性判定手数料) 

第4条 法第6条第5項及び法第18条第4項の構造計算適合性判定をする建築物(2以上の部

分がエキスパンションジョイントその他の相互に応力を伝えない構造方法のみで接して

いる建築物の当該建築物の部分は，それぞれ別の建築物とみなす。)の計画に係る審査手

数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 
(1) 床面積の合計が1,000平方メートル以内のもの 163,000円 
(2) 床面積の合計が1,000平方メートルを超え，2,000平方メートル以内のもの 

223,000円 
(3) 床面積の合計が2,000平方メートルを超え，10,000平方メートル以内のもの 

304,000円 
(4) 床面積の合計が10,000平方メートルを超え，50,000平方メートル以内のもの 

394,000円 
(5) 床面積の合計が50,000平方メートルを超えるもの 716,000円 

2 大臣認定プログラムを要する場合 
(1) 床面積の合計が1,000平方メートル以内のもの 123,000円 
(2) 床面積の合計が1,000平方メートルを超え，2,000平方メートル以内のもの 

145,000円 
(3) 床面積の合計が2,000平方メートルを超え，10,000平方メートル以内のもの 

191,000円 
(4) 床面積の合計が10,000平方メートルを超え，50,000平方メートル以内のもの 

236,000円 
(5) 床面積の合計が50,000平方メートルを超えるもの 409,000円 
 
(建築設備及び工作物に関する確認申請手数料及び計画通知手数料) 

第5条 法第87条の2又は法第88条第1項若しくは第2項の規定による建築設備及び工作物

に関する確認申請及び計画通知に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる場合の区

分に応じ，当該各号に定める額とする。 
(1) 建築設備を設置する場合(次号に掲げる場合を除く。) 12,000円 
(2) 小荷物専用昇降機を設置する場合 6,000円 
(3) 工作物を築造する場合 11,000円 
(4) 確認を受けた建築設備の計画を変更して設置する場合(次号に掲げる場合を除く。) 

7,000円 
(5) 確認を受けた小荷物専用昇降機の計画を変更して設置する場合 3,000円 
(6) 確認を受けた工作物の計画を変更して築造する場合 6,000円 
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(建築物に関する完了検査申請手数料) 
第6条 法第7条第1項及び法第18条第14項の規定による建築物に関する完了検査の申請に

対する検査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 
(1) 床面積の合計が30平方メートル以内のもの 11,000円 
(2) 床面積の合計が30平方メートルを超え，100平方メートル以内のもの 15,000円 
(3) 床面積の合計が100平方メートルを超え，200平方メートル以内のもの 22,000円 
(4) 床面積の合計が200平方メートルを超え，500平方メートル以内のもの 33,000円 
(5) 床面積の合計が500平方メートルを超え，1,000平方メートル以内のもの 54,000
円 

(6) 床面積の合計が1,000平方メートルを超え，2,000平方メートル以内のもの 74,000
円 

(7) 床面積の合計が2,000平方メートルを超え，10,000平方メートル以内のもの 

155,000円 
(8) 床面積の合計が10,000平方メートルを超え，50,000平方メートル以内のもの 

265,000円 
(9) 床面積の合計が50,000平方メートルを超えるもの 452,000円 

2 中間検査を要する場合 
(1) 床面積の合計が30平方メートル以内のもの 11,000円 
(2) 床面積の合計が30平方メートルを超え，100平方メートル以内のもの 15,000円 
(3) 床面積の合計が100平方メートルを超え，200平方メートル以内のもの 21,000円 
(4) 床面積の合計が200平方メートルを超え，500平方メートル以内のもの 32,000円 
(5) 床面積の合計が500平方メートルを超え，1,000平方メートル以内のもの 51,000
円 

(6) 床面積の合計が1,000平方メートルを超え，2,000平方メートル以内のもの 70,000
円 

(7) 床面積の合計が2,000平方メートルを超え，10,000平方メートル以内のもの 

149,000円 
(8) 床面積の合計が10,000平方メートルを超え，50,000平方メートル以内のもの 

258,000円 
(9) 床面積の合計が50,000平方メートルを超えるもの 447,000円 

3 前項の床面積の合計は，建築物を新築し，増築し，又は改築した場合にあっては当該

新築，増築又は改築に係る部分の床面積について算定し，建築物を移転し，又は大規模

の修繕若しくは大規模の模様替をした場合にあっては当該移転，大規模の修繕又は大規

模の模様替に係る部分の床面積の2分の1について算定する。 
 

(建築設備及び工作物に関する完了検査申請手数料) 
第7条 法第87条の2又は法第88条第1項若しくは第2項の規定による建築設備及び工作物

に関する完了検査の申請に対する検査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当

該各号に定める額とする。 
(1) 建築設備(次号に掲げる場合を除く。) 18,000円 
(2) 小荷物専用昇降機 11,000円 
(3) 工作物 13,000円 
 
(建築物に関する中間検査手数料) 

第8条 法第7条の3の規定による建築物の中間検査の申請に対する検査手数料は，次の各

号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 
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(1) 床面積の合計が30平方メートル以内のもの 11,000円 
(2) 床面積の合計が30平方メートルを超え，100平方メートル以内のもの 14,000円 
(3) 床面積の合計が100平方メートルを超え，200平方メートル以内のもの 21,000円 
(4) 床面積の合計が200平方メートルを超え，500平方メートル以内のもの 31,000円 
(5) 床面積の合計が500平方メートルを超え，1,000平方メートル以内のもの 49,000
円 

(6) 床面積の合計が1,000平方メートルを超え，2,000平方メートル以内のもの 66,000
円 

(7) 床面積の合計が2,000平方メートルを超え，10,000平方メートル以内のもの 

134,000円 
(8) 床面積の合計が10,000平方メートルを超え，50,000平方メートル以内のもの 

230,000円 
(9) 床面積の合計が50,000平方メートルを超えるもの 396,000円 
 
(建築許可等申請手数料) 

第9条 法に基づく許可，承認，認定又は指定の申請に対する審査手数料の額は，次の各

号に掲げる事務の区分に応じ，当該各号に定める額とする。 
(1) 法第7条の6第1項第1号及び法第18条第22項(法第87条の2第1項又は法第88条第1項
若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定による検査済証の交付を受ける

前における建築物等の仮使用の承認の申請に対する審査 120,000円 
(2) 法第42条第1項第5号の規定に基づく道路の位置の指定，変更又は廃止の申請に対す

る審査 50,000円 
(3) 法第43条第1項ただし書の規定による建築物の敷地と道路との関係の建築の許可の

申請に対する審査 33,000円 
(4) 法第44条第1項第2号の規定による公衆便所等の道路内における建築の許可の申請

に対する審査 33,000円 
(5) 法第44条第1項第3号の規定による道路内における建築の認定の申請に対する審査 

27,000円 
(6) 法第44条第1項第4号の規定による公共用歩廊等の道路内における建築の許可の申

請に対する審査 160,000円 
(7) 法第47条ただし書の規定による壁面線外における建築の許可の申請に対する審査 

160,000円 
(8) 法第48条第1項ただし書，第2項ただし書，第3項ただし書，第4項ただし書，第5項
ただし書，第6項ただし書，第7項ただし書，第8項ただし書，第9項ただし書，第10項
ただし書，第11項ただし書，第12項ただし書又は第13項ただし書(法第87条第2項若し

くは第3項又は第88条第2項において準用する場合を含む。)の規定による用途地域等に

おける建築等の許可の申請に対する審査 180,000円 
(9) 法第51条ただし書(法第87条第2項若しくは第3項又は第88条第2項において準用す

る場合を含む。)の規定による特殊建築物等の敷地の位置の許可の申請に対する審査 

160,000円 
(10) 法第52条第10項，第11項又は第14項の規定による建築物の延べ面積の敷地面積に

対する割合に関する特例の許可の申請に対する審査 160,000円 
(11) 法第53条第4項又は第5項第3号の規定による建築物の建築面積の敷地面積に対す

る割合に関する制限の適用除外に係る許可の申請に対する審査 33,000円 
(12) 法第53条の2第1項第3号又は第4号(法第57条の5第3項において準用する場合を含

む。)の規定による建築物の敷地面積の許可の申請に対する審査 160,000円 
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(13) 法第55条第2項の規定による建築物の高さに関する特例の認定の申請に対する審

査 27,000円 
(14) 法第55条第3項各号の規定による建築物の高さの許可の申請に対する審査 

160,000円 
(15) 法第56条の2第1項ただし書の規定による日影による建築物の高さの特例の許可の

申請に対する審査 160,000円 
(16) 法第57条第1項の規定による高架の工作物内に設ける建築物の高さに関する制限

の適用除外に係る認定の申請に対する審査 27,000円 
(17) 法第57条の2第1項の規定に基づく特例容積率適用地区内における特例容積率の限

度の指定の申請に対する審査 
ア 特例敷地の数が2である場合 78,000円 
イ 特例敷地の数が3以上である場合 78,000円に2を超える特例敷地の数に28,000
円を乗じて得た額を加算した額 

(18) 法第57条の3第1項の規定に基づく特例容積率適用地区内における特例容積率の限

度の指定の取消しの申請に対する審査 
ア 特例敷地の数が1である場合 18,400円 
イ 特例敷地の数が2以上である場合 18,400円に1を超える特例敷地の数に12,000
円を乗じて得た額を加算した額 

(19) 法第57条の4第1項の規定に基づく特例容積率適用地区内の建築物の高さの制限に

関する特例の許可の申請に対する審査 160,000円 
(20) 法第59条第1項第3号の規定による高度利用地区における建築物の延べ面積の敷地

面積に対する割合，建築面積の敷地面積に対する割合，建築面積又は壁面の位置の特

例の許可の申請に対する審査 160,000円 
(21) 法第59条第4項の規定による高度利用地区における建築物の各部分の高さの許可

の申請に対する審査 160,000円 
(22) 法第59条の2第1項の規定による敷地内に広い空地を有する建築物の延べ面積の敷

地面積に対する割合又は各部分の高さの特例の許可の申請に対する審査 160,000円 
(23) 法第60条の2第1項第3号の規定に基づく都市再生特別地区における建築物の容積

率及び建ぺい率，建築物の建築面積並びに建築物の高さの制限の適用除外に係る許可

の申請に対する審査 160,000円 
(24) 法第67条の2第3項第2号の規定に基づく特定防災街区整備地区の区域における建

築物の敷地面積の最低限度の制限の適用除外に係る許可の申請に対する審査 

160,000円 
(25) 法第67条の2第5項第2号の規定に基づく特定防災街区整備地区の区域における建

築物の壁面の位置の制限の適用除外に係る許可の申請に対する審査 160,000円 
(26) 法第67条の2第9項第2号の規定に基づく特定防災街区整備地区の区域における建

築物の開口率及び高さの最低限度の制限の適用除外に係る許可の申請に対する審査 

160,000円 
(27) 法第68条第1項第2号の規定に基づく景観地区の区域における建築物の高さの最高

限度又は最低限度の制限の適用除外に係る許可の申請の審査 160,000円 
(28) 法第68条第2項第2号の規定に基づく景観地区の区域における建築物の壁面の位置

の制限の適用除外に係る許可の申請の審査 160,000円 
(29) 法第68条第3項第2号の規定に基づく景観地区の区域における建築物の敷地面積の

最低限度の制限の適用除外に係る許可の申請の審査 160,000円 
(30) 法第68条第5項の規定に基づく景観地区の区域における建築物の各部分の高さに

関する制限の適用除外に係る認定の申請の審査 27,000円 
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(31) 法第68条の3第1項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のうち再開発

等促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の延べ面積の敷地面積に対す

る割合に関する制限の適用除外に係る認定の申請に対する審査 27,000円 
(32) 法第68条の3第2項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のうち再開発

等促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の建築面積の敷地面積に対す

る割合に関する制限の適用除外に係る認定の申請に対する審査 27,000円 
(33) 法第68条の3第3項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のうち再開発

等促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の高さに関する制限の適用除

外に係る認定の申請に対する審査 27,000円 
(34) 法第68条の3第4項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のうち再開発

等促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の高さに関する制限の適用除

外に係る許可の申請に対する審査 160,000円 
(35) 法第68条の3第7項の規定に基づく地区計画の区域のうち開発整備促進区で地区整

備計画が定められているものの区域における用途地域等の制限の適用除外に係る認定

の申請に対する審査 27,000円 
(36) 法第68条の4の規定に基づく地区計画等の区域における公共施設の整備の状況に

応じた建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合に関する制限の特例に係る認定の申

請に対する審査 27,000円 
(37) 法第68条の5の2の規定に基づく防災街区整備地区計画の区域内における建築物の

延べ面積の敷地面積に対する割合に関する制限の特例に係る認定の申請に対する審査 

27,000円 
(38) 法第68条の5の3第2項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域における

建築物の各部分の高さに関する制限の特例に係る許可の申請に対する審査 160,000
円 

(39) 法第68条の5の5第1項の規定に基づく地区計画等の区域における建築物の延べ面

積の敷地面積に対する割合に関する制限の特例に係る認定の申請に対する審査 

27,000円 
(40) 法第68条の5の5第2項の規定に基づく地区計画等の区域における建築物の各部分

の高さの認定の申請に対する審査 27,000円 
(41) 法第68条の5の6の規定に基づく地区計画等の区域における建築物の建築面積の敷

地面積に対する割合に関する制限の特例に係る認定の申請に対する審査 27,000円 
(42) 法第68条の7第5項の規定による予定道路に係る建築物の延べ面積の敷地面積に対

する割合に関する特例の許可の申請に対する審査 160,000円 
(43) 法第85条第5項の規定による仮設建築物の建築の許可の申請に対する審査 

120,000円 
(44) 法第86条第1項の規定による総合的設計による一団地の1又は2以上の建築物の特

例の認定の申請に対する審査 
ア 建築物の数が2以下である場合 78,000円 
イ 建築物の数が3以上である場合 78,000円に2を超える建築物の数に28,000円を

乗じて得た額を加算した額 
(45) 法第86条第2項の規定による既存建築物を前提とした総合的設計による建築物の

特例の認定の申請に対する審査 
ア 建築物(既存建築物を除く。以下この号において同じ。)の数が1である場合 

78,000円 
イ 建築物の数が2以上である場合 78,000円に1を超える建築物の数に28,000円を

乗じて得た額を加算した額 
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(46) 法第86条第3項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する総合的計画による一団

地の1又は2以上の建築物の特例の許可の申請に対する審査 
ア 建築物の数が2以下である場合 238,000円 
イ 建築物の数が3以上である場合 238,000円に2を超える建築物の数に28,000円を

乗じて得た額を加算した額 
(47) 法第86条第4項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する既存建築物を前提とし

た総合的設計による建築物の特例の許可の申請に対する審査 
ア 建築物の数が1である場合 238,000円 
イ 建築物の数が2以上である場合 238,000円に1を超える建築物の数に28,000円を

乗じて得た額を加算した額 
(48) 法第86条の2第1項の規定に基づく一敷地内建築物以外の建築物の建築の認定の申

請に対する審査 
ア 建築物(一敷地内建築物を除く。以下この号において同じ。)の数が1である場合 

78,000円 
イ 建築物の数が2以上である場合 78,000円に1を超える建築物の数に28,000円を

乗じて得た額を加算した額 
(49) 法第86条の2第2項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する一敷地内建築物以外

の建築物の建築の許可の申請に対する審査 
ア 建築物(一敷地内建築物を除く。以下この号において同じ。)の数が1である場合 

238,000円 
イ 建築物の数が2以上である場合 238,000円に1を超える建築物の数に28,000円を

乗じて得た額を加算した額 
(50) 法第86条の2第3項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する一敷地内建築物以外

の建築物の建築の許可の申請に対する審査 
ア 建築物(一敷地内建築物を除く。以下この号において同じ。)の数が1である場合 

238,000円 
イ 建築物の数が2以上である場合 238,000円に1を超える建築物の数に28,000円を

乗じて得た額を加算した額 
(51) 法第86条の5第1項の規定による複数建築物の認定の取消しの申請に対する審査 

6,400円に現に存する建築物の数に12,000円を乗じて得た額を加算した額 
(52) 法第86条の6第2項の規定による一団地の住宅施設に関する都市計画に基づく建築

物の延べ面積の敷地面積に対する割合，建築面積の敷地面積に対する割合，外壁の後

退距離又は高さに関する制限の適用除外に係る認定の申請に対する審査 27,000円 
(53) 法第86条の8第1項の規定に基づく既存の1の建築物について2以上の工事に分け

て行う場合の制限の緩和の認定の申請に対する審査 27,000円 
(54) 法第86条の8第3項の規定に基づく既存の1の建築物について2以上の工事に分け

て行う場合の制限の緩和の変更の認定の申請に対する審査 27,000円 
 
(建築台帳記載事項証明の交付手数料) 

第10条 法第12条第7項に規定する台帳に記載した事項を証する書面の交付手数料の額は，

300円とする。 
 

(建築関係書類の写しの交付手数料) 
第11条 法第42条第1項第5号に規定する道路の位置の指定に係る図面及び建築基準法施

行規則(昭和25年建設省令第40号)第11条の4第1項第1号から第6号までに規定する書類

の写しの交付手数料の額は，300円とする。 
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(長期優良住宅の認定申請手数料) 
第12条 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第5条第1項から第3項までの規定による

長期優良住宅建築等計画(以下「長期優良住宅建築等計画」という。)の認定の申請(次項

に掲げる申請を除く。)に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 
(1) 住宅の品質確保の促進等に関する法律(平成11年法律第81号)第5条第1項の登録住

宅性能評価機関(以下「登録住宅性能評価機関」という。)が交付する適合証(当該長期

優良住宅建築等計画が長期優良住宅の普及の促進に関する法律第6条第1項第1号から

第5号までに掲げる基準に適合していることを証する書類をいう。以下この項において

同じ。)の提出がある場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
ア 一戸建ての住宅(人の居住の用以外の用途に供する部分を有しないものに限る。以

下この条において同じ。) 6,100円 
イ 共同住宅等(共同住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をいう。以下この

条において同じ。) 床面積(当該申請に係る住宅が属する一の建築物の床面積をいう。

以下この項において同じ。)の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物にお

ける認定の申請に係る住戸の数で除して得た額(その額に100円未満の端数があると

きは，その端数金額を切り捨てた額) 
(ア) 500平方メートル以内のもの 12,300円 
(イ) 500平方メートルを超え，1,000平方メートル以内のもの 21,800円 
(ウ) 1,000平方メートルを超え，3,000平方メートル以内のもの 31,400円 
(エ) 3,000平方メートルを超え，5,000平方メートル以内のもの 58,800円 
(オ) 5,000平方メートルを超え，10,000平方メートル以内のもの 101,200円 
(カ) 10,000平方メートルを超え，20,000平方メートル以内のもの 166,900円 
(キ) 20,000平方メートルを超え，30,000平方メートル以内のもの 205,300円 
(ク) 30,000平方メートルを超えるもの 218,900円 

(2) 適合証の提出がない場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
ア 一戸建ての住宅 46,100円 
イ 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物における

認定の申請に係る住戸の数で除して得た額(その額に100円未満の端数があるときは，

その端数金額を切り捨てた額) 
(ア) 500平方メートル以内のもの 108,800円 
(イ) 500平方メートルを超え，1,000平方メートル以内のもの 174,100円 
(ウ) 1,000平方メートルを超え，3,000平方メートル以内のもの 344,200円 
(エ) 3,000平方メートルを超え，5,000平方メートル以内のもの 616,500円 
(オ) 5,000平方メートルを超え，10,000平方メートル以内のもの 1,060,000円 
(カ) 10,000平方メートルを超え，20,000平方メートル以内のもの 1,961,200円 
(キ) 20,000平方メートルを超え，30,000平方メートル以内のもの 2,802,300円 
(ク) 30,000平方メートルを超えるもの 3,432,900円 

2 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第6条第2項の規定による申出がある場合の同

法第5条第1項から第3項までの規定による長期優良住宅建築等計画の認定の申請に対す

る審査手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係る住宅が属する一の建築物につい

て第3条，第4条又は第5条に定める額を当該建築物における認定の申請に係る住戸の数

で除して得た額(その額に100円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額)
を合算した額とする。 

3 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第8条第1項の規定による認定長期優良住宅建

築等計画(同法第9条第1項の認定長期優良住宅建築等計画をいう。以下同じ。)の変更の
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認定の申請(次項及び第5項に掲げる申請を除く。)に対する審査手数料の額は，次の各号

に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 
(1) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第6条第1項第1号に掲げる基準に係る部分

の認定長期優良住宅建築等計画の変更について，登録住宅性能評価機関が交付する当

該変更の内容に係る適合証(当該変更後の認定長期優良住宅建築等計画が同号に掲げ

る基準に適合していることを証する書類をいう。)の提出がない場合 次に掲げる住宅

の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
ア 一戸建ての住宅 23,000円 
イ 共同住宅等 床面積(当該申請に係る住宅が属する一の建築物の床面積のうち当

該変更に係る部分の2分の1(床面積の増加する部分にあっては，当該増加する部分)
の床面積をいう。以下この項において同じ。)の区分に応じ，第1項第2号イにそれぞ

れ定める額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の数で除して得た額

(その額に100円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額) 
(2) 前号に掲げる変更以外の変更の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に

定める額 
ア 一戸建ての住宅 3,000円 
イ 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第1項第1号イにそれぞれ定める額に2分の1を
乗じて得た額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の数で除して得た

額(その額に100円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額) 
4 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第8条第2項において準用する同法第6条第2項
の規定による申出がある場合の同法第8条第1項の規定による認定長期優良住宅建築等

計画の変更の認定の申請に対する審査手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係る

住宅が属する一の建築物について第3条，第4条又は第5条に定める額を当該建築物にお

ける変更の認定の申請に係る住戸の数で除して得た額(その額に100円未満の端数がある

ときは，その端数金額を切り捨てた額)を合算した額とする。 
5 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第9条第1項の規定による譲受人を決定した場

合における同法第8条第1項の規定による認定長期優良住宅建築等計画の変更の認定の

申請に対する審査手数料の額は，3,000円とする。 
6 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第10条の規定による計画の認定を受けた地位

の承継の承認申請に対する審査手数料の額は，3,000円とする。 
 

(低炭素建築物の認定申請手数料) 
第13条 都市の低炭素化の促進に関する法律第53条第１項の規定による低炭素建築物新

築等計画(以下「低炭素建築物新築等計画」という。)の認定の申請(次項に掲げる申請を

除く。)に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に

定める額とする。 
(1) エネルギーの使用の合理化に関する法律(昭和54年法律第49号)第76条第1項の登録

建築物調査機関（以下「登録建築物調査機関」という。）及び登録住宅性能評価機関

（当該申請に係る建築物が住宅の用に供する場合に限る。）が交付する適合証（当該

低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第1項各号に掲

げる基準に適合していることを証する書類をいう。以下この項において同じ。）の提

出がある場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分を有しないものに限る。

以下この条において同じ。） 4,500円 
イ 共同住宅等（共同住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をいう。以下こ

の条において同じ。） 住戸の戸数及び共用部分の床面積の区分に応じ，それぞれ次
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に定める額を合算した額 
(ア) 住戸部分のみの認定 住戸の戸数の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a 1戸のもの 4,500円 
b 1戸を超え，5戸以内のもの 9,100円 
c 5戸を超え，10戸以内のもの 15,700円 
d 10戸を超え，25戸以内のもの 26,100円 
e 25戸を超え，50戸以内のもの 43,800円 
f 50戸を超え，100戸以内のもの 78,500円 
g 100戸を超え，200戸以内のもの 124,000円 
h 200戸を超え，300戸以内のもの 157,000円 
i 300戸を超えるもの 167,000円 

(イ) 建築物全体の認定又は建築物全体及び住戸の認定 住戸の戸数の区分に応じ

た(ア)の額に，共用部分の床面積(共用部分の床面積が0の場合を除く。以下この

条において同じ。)の区分に応じ，それぞれ次に定める額を加えて得た額 
a 300平方メートル以内のもの 9,100円 
b 300平方メートルを超え，2,000平方メートル以内のもの 26,100円 
c 2,000平方メートルを超え，5,000平方メートル以内のもの 78,500円 
d 5,000方メートルを超え，10,000平方メートル以内のもの 124,000円 
e 10,000平方メートルを超え，25,000平方メートル以内のもの 157,000円 
f 25,000平方メートルを超えるもの 196,000円 

ウ 複合建築物（非住宅部分を有する共同住宅等をいう。以下この条において同じ。） 

住戸の戸数，住戸の共用部分の床面積及び非住宅部分の床面積の区分に応じ，それ

ぞれ次に定める額を合算した額 
(ア) 住戸部分のみの認定 住戸の戸数の区分に応じ，それぞれイ(ア)に定める額 
(イ） 建築物全体の認定又は建築物全体及び住戸の認定 住戸の戸数の区分に応じ

たイ(ア)の額に，共用部分の床面積の区分に応じたイ(イ）の額及び非住宅部分

の床面積の区分に応じたイ(イ)の額を加えて得た額 
エ 非住宅建築物(非住宅部分のみにより構成される建築物をいう。以下この条におい

て同じ。) 
(ア) 建築物全体の認定 非住宅建築物の床面積の区分に応じ，それぞれイ(イ)に定

める額 
(1) 適合証の提出がない場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 
ア 一戸建ての住宅 33,300円 
イ 共同住宅等 住戸の戸数及び共用部分の床面積の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額を合算した額 
(ア) 住戸部分のみの認定 住戸の戸数の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a 1戸のもの 33,300円 
b 1戸を超え，5戸以内のもの 67,400円 
c 5戸を超え，10戸以内のもの 94,900円 
d 10戸を超え，25戸以内のもの 133,000円 
e 25戸を超え，50戸以内のもの 191,000円 
f 50戸を超え，100戸以内のもの 275,000円 
g 100戸を超え，200戸以内のもの 372,000円 
h 200戸を超え，300戸以内のもの 488,000円 
i 300戸を超えるもの 573,000円 

(イ) 住棟全体の認定又は住棟全体及び住戸の認定 住戸の戸数の区分に応じた
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(ア)の額に，共用部分の床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を加えて得

た額 
a 300平方メートル以内のもの 106,000円 
b 300平方メートルを超え，2,000平方メートル以内のもの 176,000円 
c 2,000平方メートルを超え，5,000平方メートル以内のもの 274,000円 
d 5,000平方メートルを超え，10,000平方メートル以内のもの 352,000円 
e 10,000平方メートルを超え，25,000平方メートル以内のもの 421,000円 
f 25,000平方メートルを超えるもの 490,000円 

ウ 複合建築物 住戸の戸数，住戸の共用部分の床面積及び非住宅部分の床面積の区

分に応じ，それぞれ次に定める額を合算した額 
(ア) 住戸部分のみの認定 住戸の戸数の区分に応じ，それぞれイ(ア)に定める額 
(イ) 建築物全体の認定又は建築物全体及び住戸の認定 住戸の戸数の区分に応じ

たイ(ア)の額に，共用部分の床面積の区分に応じたイ(イ)の額及び非住宅部分の

床面積の区分に応じたイ(イ)の額に，非住宅部分の床面積の区分に応じ，それぞ

れ次に定める額を加えて得た額 
a 300平方メートル以内のもの 129,000円 
b 300平方メートルを超え，2,000平方メートル以内のもの 199,000円 
c 2,000平方メートルを超え，5,000平方メートル以内のもの 260,000円 
d 5,000平方メートルを超え，10,000平方メートル以内のもの 304,000円 
e 10,000平方メートルを超え，25,000平方メートル以内のもの 352,000円 
f 25,000平方メートルを超えるもの 392,000円 

エ 非住宅建築物 
(ア) 建築物全体の認定 非住宅建築物の床面積の区分に応じたイ(イ)の額に，ウ

(イ)の額を加えて得た額 
2 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第2項の規定による申出がある場合の低炭

素建築物新築等計画の認定の申請に対する手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係

る建築物について第3条，第4条又は第5条に定める額を合算した額とする。 
3 低炭素建築物新築等計画の認定を受けた建築物について，技術的基準の審査に係る都

市の低炭素化の促進に関する法律第55条第1項の規定による計画の変更認定に対する審

査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 
(1) 登録建築物調査機関及び登録住宅性能評価機関（当該申請に係る建築物が住宅の用

に供する場合に限る。）が交付する変更適合証（当該変更後の低炭素建築物新築等計

画が法第55条第１項の基準に適合していることを証する書面をいう。以下この項に

おいて同じ。）の提出がある場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定

める額 
ア 一戸建ての住宅 2,200円 
イ 共同住宅等 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，住戸の戸数及

び共用部分の床面積の区分に応じ，それぞれ第1項第2号イ(ア)及び(イ)に定める額

を加えて得た額に2分の1を乗じて得た額に，追加される部分の住戸の戸数及び共用

部分の床面積の区分に応じ，それぞれ第1項第2号イ(ア)及び(イ)に定める額を加え

て得た額(その額に100円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額) 
ウ 複合建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，住戸の戸数，

住戸の共用部分の床面積及び非住宅部分の床面積の区分に応じ，それぞれ第1項第

1号イ(ア)及び(イ)に定める額を加えて得た額に2分の1を乗じて得た額に，追加され

る部分の住戸の戸数，共用部分の床面積及び非住宅部分の床面積の区分に応じ，そ

れぞれ第１項第１号イ(ア)及び(イ)に定める額を加えて得た額(その額に100円未満
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の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額) 
エ 非住宅建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，非住宅部分

の床面積の区分に応じ，それぞれ第1項第1号イ(イ)に定める額に2分の1を乗じて得

た額に，追加される部分の非住宅部分の床面積の区分に応じ，それぞれ第1項第1
号イ(イ)に定める額を加えて得た額(その額に100円未満の端数があるときは，その

端数金額を切り捨てた額) 
(2) 変更適合証の提出がない場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額 
ア 一戸建ての住宅 16,600円 
イ 共同住宅等 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，住戸の戸数及

び共用部分の床面積それぞれの2分の1の戸数及び床面積に，追加される部分の住

戸の戸数及び共用部分の床面積を加えた戸数及び床面積の区分に応じ，それぞれ第

1項第2号イ(ア)及び(イ)に定める額を合算した額 
ウ 複合建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，住戸の戸数，

住戸の共用部分の床面積及び非住宅部分の床面積それぞれの2分の1の戸数及び床

面積に，追加される部分の住戸の戸数，共用部分の床面積及び非住宅部分の床面積

を加えた戸数及び床面積の区分に応じ，それぞれ第1項第2号イ(ア)及び(イ)並びに

同号ウに定める額を合算した額 
エ 非住宅建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，非住宅部分

の床面積の2分の1に追加される部分の非住宅部分の床面積を加えた床面積の区分

に応じ，それぞれ第1項第2号イ(イ)及び同号ウに定める額を合算した額 
4 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第2項の規定において準用する同法第54条
第2項の規定による申出がある場合の同法第55条第1項の規定による計画の変更認定に

対する審査手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係る建築物についての計画の変

更に対する第3条，第4条又は第５条に定める額を合算した額(その額に100円未満の端数

があるときは，その端数金額を切り捨てた額)とする。 
5 低炭素建築物新築等計画の認定を受けた建築物について，技術的基準の審査に係る部

分以外の都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第1項の規定による計画の変更認定

に対する審査手数料の額は，2,200円とする。 
 

 (納付時期) 
第14条 手数料は，申請のとき納付しなければならない。 
 

(手数料の不還付) 
第15条 既納の手数料は，還付しない。 
 

(手数料の減免) 
第16条 市長は，公益上必要と認めるとき又は災害その他特別の理由があると認めるとき

は，規則で定めるところにより，第3条及び第5条から第9条までに規定する手数料を減

額し，又は免除することができる。 
 

(委任) 
第17条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 
 
 

附 則 
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1 この条例は，平成12年4月1日から施行する。 
2 平成11年4月30日以前に確認の申請がされた建築物，建築設備及び工作物については，

第5条及び第6条の規定は適用しない。 
附 則(平成15年市条例第6号) 

この条例は，公布の日から施行する。 
附 則(平成18年市条例第9号) 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の第7条第1項第2号の規定は，平成18年10月1
日以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則(平成19年市条例第24号) 
この条例は，建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律(平

成18年法律第91号)の施行の日から施行する。 
附 則(平成19年市条例第60号) 

この条例中第1条の規定は規則で定める日から，第2条の規定は平成19年11月30日から施

行する。(参考 平成19年市規則第344号で第1条の規定は公布の日から施行) 
附 則(平成21年市条例第32号) 

この条例は，平成21年6月4日から施行する。ただし，第9条第1項第38号の改正規定は，

公布の日から施行する。 
附 則(平成22年市条例第18号) 

この条例は，平成22年4月1日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規

定は，同日以後の申請に係るものについて適用する。 
附 則(平成22年市条例第61号) 

この条例は，平成23年4月1日から施行する。 
附 則(平成25年市条例第19号) 

この条例は，平成25年4月1日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規

定は，同日以後の申請に係るものについて適用する。 
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○岡山市建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行細則 

平成 14 年 5 月 29 日 

市規則第 113 号 

 

（趣旨） 

第１条 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号。

以下「法」という。）の施行については、建設工事に係る資材の再資源化等に関す

る法律施行令（平成１２年政令第４９５号）、特定建設資材に係る分別解体等に関

する省令（平成１４年国土交通省令第１７号。以下「省令」という。）、建設工事

に係る資材の再資源化等に関する法律施行規則（平成１４年国土交通省・環境省

令第１号）に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。 

 

（届出書等の添付図書及び提出部数） 

第２条 法第１０条に規定する届出は、省令第２条に定めるもののほか、工事の場所を

明示した位置図を添付して行うものとする。 

２  法第１０条第１項又は第２項の規定により、市長に届け出る届出書（添付書類を

含む。）又は変更届出書（添付書類を含む。）の部数は、正本及び副本各１通とす

る。 

 

（通知書の書式及び提出部数） 

第３条 法第１１条に規定する通知の書式は、様式第１号のとおりとする。 

２   法第１１条の規定により、市長に通知する通知書（添付書類を含む。）の部数は、

正本及び副本各１通とする。 

 

（身分証明書） 

第４条 法第４３条第２項に規定する身分を示す証明書は、様式第２号のとおりとする。 

 

 

  附則 

  この規則は、平成１４年５月３０日から施行する。 

 

 ＊様式省略 
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